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1. 総則 

1.1. 本書の位置づけ 

「（仮称）道の駅姫路」整備及び運営事業要求水準書（以下｢要求水準書｣という。）は、姫路

市（以下「市」という。）が民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

（平成 11年法律第 117 号）（以下「ＰＦＩ法」という。）に準じて「（仮称）道の駅姫路」整備

及び運営事業（以下｢本事業｣という。）を遂行するにあたり、本事業を実施する民間事業者（以

下「事業者」という。）に要求する各業務の水準その他事項を示すものである。 

 

1.2. 要求水準の変更 

市は、事業期間中に、以下の事由により要求水準を変更する場合がある。 

 法令等の変更により、業務の内容の著しい変更が必要になった場合 

 地震、風水害、感染症等の流行その他の災害（以下「災害等」という。）の発生や事故等

により、特別な業務内容が常時必要又は業務の内容の著しい変更が必要になった場合 

 市の事由により、業務の内容の著しい変更が必要になった場合 

 その他、市が、業務の内容を変更することを特に必要と認める場合 

市は、以上の事由により要求水準を変更する場合、事前に事業者に通知する。また、要求水

準の変更に伴い、事業契約書に基づき市が事業者に支払うサービス対価を含め、事業契約書の

変更が必要となる場合は、必要な契約変更を行う。 

 

1.3. 用語の定義 

本書における用語の定義は、表 1-1に示すとおりである。 
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表 1-1 本書における用語の定義 

用語 定義 

本道の駅 本事業で整備する「（仮称）道の駅姫路」をいう。 

地域振興施設 本道の駅のうち、市が所有する施設で、情報発信機能（地域情報）、地域連携機

能、交流機能、広域防災拠点機能を有する。 

道路休憩施設 本道の駅のうち、兵庫県が所有する施設で、休憩機能（駐車場・24 時間トイレ・

休憩施設）、情報発信機能（道路情報）、広域防災拠点機能を有する。 

広域防災拠点 災害時に広域応援のベースキャンプや物資の流通配給基地等に活用されるも

ので、災害時には災害対策に係る応急活動要員（自衛隊、警察、消防等）の集

結拠点となる。 

行政窓口出張所 証明書の交付や住民異動届等の各種届出、申請の受付等を行う行政窓口。 

地域包括支援セ

ンター 

保健師や社会福祉士等を配置し、住民の健康の保持および生活の安定のために

必要な援助を行うことにより、保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援

することを目的とする施設。 

施設利用者 本道の駅を利用する観光客や市民。行政窓口出張所や地域包括支援センターの

利用者も含む。 

行政窓口出張所

職員 

行政窓口出張所に勤務する職員。 

地域包括支援セ

ンター職員 

地域包括支援センターに勤務する職員。 

施設職員 地域振興施設の維持管理、運営に従事する職員。 

施設職員等 施設職員、行政窓口出張所職員、地域包括支援センター職員の総称。 

ユニバーサルデ

ザイン 

障がいの有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよ

う都市や生活環境をデザインする考え方で、色覚や色に関するカラーユニバー

サルデザインの考え方も含む。 

播磨地域 播磨圏域連携中枢都市圏の市町（姫路市・相生市・加古川市・赤穂市・高砂市・

加西市・宍粟市・たつの市・稲美町・播磨町・市川町・福崎町・神河町・太子

町・上郡町・佐用町）を想定。 

点検 建築物等の状態や劣化の状態等を、予め定めた手順により調べること。状態に

異常がある場合または劣化がある場合、必要に応じ、対応措置を判断すること

を含む。 

保守 建築物等の必要とする性能及び機能を維持する目的で行う消耗品または材料

の取り換え、注油、汚れ等の除去、部品の調整等の軽微な作業をいう。 

修繕 建築物等の劣化した部分もしくは部材または低下した性能もしくは機能を原

状または実用上支障のない状態まで回復させること。 

更新 劣化した部位・部材や機器等を新しいものに取り換えること。 

機能 目的または要求に応じて発揮する役割。 

性能 目的または要求に応じて発揮する能力。 

劣化 物理的、科学的及び生理的要因により、ものの性能が低下すること。 
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2. 事業内容に関する事項 

2.1. 関係法令及び参考基準等 

本事業の実施にあたっては、必要とされる関係法令等を遵守すること。 

なお、以下に記載のない関係法令等についても、適宜遵守するとともに、業務着手時点の最

新版を確認し、適用すること。各業務の実施途中に新たな版が発行された場合には、対応を協

議するものとする。 

 

(1) 法令等 

 地方自治法（昭和 22法律第 67号） 

 都市計画法（昭和 43年法律第 100 号） 

 建築基準法（昭和 25年法律第 201 号） 

 脱炭素社会の実現に資する等のための建築物における木材の利用の促進に関する法律

（平成 22年法律第 36 号） 

 景観法（平成 16年法律第 110号） 

 屋外広告物法（昭和 24年法律第 189号） 

 道路法（昭和 27年法律第 180号） 

 道路構造令（昭和 45年政令第 320 号） 

 駐車場法（昭和 32年法律第 106 号） 

 文化財保護法（昭和 25年法律第 214号） 

 消防法（昭和 23年法律第 186号） 

 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18年法律第 91号） 

 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65号） 

 ユニバーサル社会の実現に向けた諸施策の総合的かつ一体的な推進に関する法律（平

成 30年法律第 100号） 

 水道法（昭和 32年法律第 177号） 

 水道施設の技術的基準を定める省令（平成 12年厚生省令第 15号） 

 下水道法（昭和 33年法律第 79号） 

 河川法（昭和 39年法律第 167号） 

 水質汚濁防止法（昭和 45年法律第 138号） 

 瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和 48年法律第 110 号） 

 食品衛生法（昭和 22年法律第 233 号） 

 日本農林規格等に関する法律（昭和 25年法律第 175 号） 

 健康増進法（平成 14年法律第 103 号） 

 食品表示法（平成 25年法律第 70 号） 

 食品循環資源の再利用等の促進に関する法律（平成 12年法律第 116号） 

 農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44年法律第 58号） 

 エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和 54年
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法律第 49号） 

 揮発油等の品質の確保等に関する法律（昭和 51 年法律第 88 号） 

 石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和 50年法律第 96号） 

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第 137 号） 

 大気汚染防止法（昭和 43年法律第 97号） 

 悪臭防止法（昭和 46年法律第 91 号） 

 石綿障害予防規則（平成 17年厚生労働省令第 21号） 

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45年法律第 20号） 

 環境基本法（平成 5年法律第 91 号） 

 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10年法律第 117 号） 

 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27 年法律第 53号） 

 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成 3年法律第 48 号） 

 電気事業法（昭和 39年法律第 170 号） 

 電気設備に関する技術基準を定める省令（平成９年通商産業省令第 52号） 

 電気通信事業法（昭和 59年法律第 86号） 

 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和 42年法律 149号） 

 電波法（昭和 25年法律第 131号） 

 ガス事業法（昭和 29年法律第 51 号） 

 騒音規制法（昭和 43年法律第 98 号） 

 土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号） 

 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36年法律第 191 号） 

 振動規制法（昭和 51年法律第 64 号） 

 計量法（平成４年法律第 51号） 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年法律第 104号） 

 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）（平成 12 年法

律第 100 号） 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（マイナン

バー法）（平成 25年法律第 27号） 

 個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 57号） 

 警備業法（昭和 47年法律第 117 号） 

 労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57号） 

 労働基準法（昭和 22年法律第 49 号） 

 建築士法（昭和 25年法律第 202 号） 

 建設業法（昭和 24年法律第 100 号） 

 公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12年法律第 127号） 

 公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17年法律第 18号） 

 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第

117号） 

 農地法（昭和 27年法律第 229号） 
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 道路交通法（昭和 35年法律第 105 号） 

 国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法律（平成

19年法律第 56号） 

 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号） 

 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和 48年法律第 105号） 

 その他関連する法令等 

 

(2) 条例・規則等 

 総合治水条例（平成 24年兵庫県条例第 20号） 

 建築基準条例（昭和 46年兵庫県条例第 32号） 

 福祉のまちづくり条例（平成４年兵庫県条例第 37号） 

 環境の保全と創造に関する条例（平成７年兵庫県条例第 28 号） 

 兵庫県県産木材の利用促進に関する条例（平成 29年兵庫県条例第 19号） 

 産業廃棄物等の不適切な処理の防止に関する条例（平成 15 年兵庫県条例第 23号） 

 姫路市都市景観条例（昭和 62年姫路市条例第５号） 

 姫路市火災予防条例（昭和 37年姫路市条例第 14号） 

 姫路の環境をみんなで守り育てる条例（平成 13 年姫路市条例第６号） 

 姫路市公害防止条例（昭和 48年姫路市条例第１号） 

 姫路市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年姫路市条例第 42号） 

 姫路市情報公開条例（平成 14年姫路市条例第３号） 

 姫路市暴力団排除条例（平成 24 年姫路市条例第 49号） 

 姫路市屋外広告物条例（平成８年姫路市条例第５号） 

 姫路市文化財保護条例（昭和 52 年姫路市条例第 11号） 

 姫路市駐車施設附置条例（昭和 48 年姫路市条例第 25号） 

 姫路市河川等管理条例（昭和 33 年姫路市条例第 41号） 

 姫路市建築基準法施行細則（昭和 46年姫路市規則第 18号） 

 姫路市公有財産規則（昭和 39年姫路市規則第 28号） 

 姫路市開発事業における手続き及び基準に関する条例（平成 23年姫路市条例第 44号） 

 姫路市下水道条例（昭和 35年姫路市条例第 32号） 

 姫路市給水条例（昭和 36年姫路市条例第 21号） 

 その他関連する条例・規則等 

 

(3) 適用基準 

 姫路市土木工事共通仕様書（姫路市） 

 姫路市土木工事施工管理基準（姫路市） 

 土木設計業務等委託必携（兵庫県） 

 土木請負工事必携（兵庫県） 

 土木工事共通仕様書（兵庫県） 
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 土木工事施工管理基準（兵庫県） 

 建築設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築構造設計基準及び参考資料（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築鉄骨設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築工事標準詳細図（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監

修） 

 建築設備計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築設備設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 官庁施設の基本的性能基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 官庁施設の環境保全性基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設省大臣官房技術参事官通達） 

 手すり先行工法に関するガイドライン（厚生労働省） 

 建築工事安全施工技術指針（国土交通省） 

 建設工事公衆災害防止対策要綱（建築工事編） 

 建設副産物適正処理推進要綱 

 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁

営繕部監修） 

 高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計基準（国土交通省） 

 道路の移動等円滑化に関するガイドライン（国土交通省道路局） 

 駐車場ユニバーサルデザインガイドライン（東京都道路整備保全公社） 

 車椅子使用者用駐車施設等の適正利用に関するガイドライン（国土交通省総合政策局） 

 官庁施設の防犯に関する基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築物解体工事共通仕様書・同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 敷地調査共通仕様書及び参考資料（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 工事写真の撮り方（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 ＪＩＳ照度基準（一般財団法人 日本規格協会） 

 日本建築学会諸基準（一般社団法人 日本建築学会） 

 日本産業規格（ＪＩＳ） 

 コンクリート標準示方書（公益社団法人 土木学会） 

 建築設備耐震設計・施工指針（一般社団法人 公共建築協会） 

 防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン（姫路市） 

 駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン（国土交通省都市局） 

 電気自動車・プラグインハイブリッド自動車のための充電設備設置にあたってのガイ
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ドブック（国土交通省都市・地域整備局） 

 電動車のための公共用充電施設におけるユニバーサルデザイン・バリアフリー対応に

関するガイドライン（経済産業省 国土交通省） 

 ガラスを用いた開口部の安全設計指針 (国土交通省住宅局) 

 「道の駅」登録・案内要綱（国土交通省道路局） 

 「道の駅」のトイレの改善に関するチェックポイント 

 「道の駅」情報提供機能の改善に関するチェックポイント 

 道の駅等の防災拠点の耐災害性を高める技術導入ガイドライン 

 公共建築工事積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 公共建築設備数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築保全業務共通仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 改訂建築物のライフサイクルコスト（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

 建築物修繕措置判定手法（建設大臣官房官庁営繕部監修） 

 道路土工要領（日本道路協会） 

 道路土工 盛土工指針（日本道路協会） 

 道路土工 擁壁工指針（日本道路協会） 

 道路土工 軟弱地盤対策工指針（日本道路協会） 

 道路土工 仮設構造物工指針（日本道路協会） 

 舗装設計施工指針（日本道路協会） 

 舗装性能評価法（日本道路協会） 

 舗装設計便覧（日本道路協会） 

 舗装施工便覧（日本道路協会） 

 舗装再生便覧（日本道路協会） 

 舗装調査・試験法便覧（日本道路協会） 

 駐車場設計施工指針・同解説（日本道路協会） 

 河川砂防技術基準同解説 計画編（国土交通省河川局） 

 改定解説・河川管理施設等構造令（国土技術研究センター） 

 重要調整池の設置に関する技術的基準及び解説（兵庫県） 

 重要調整池に関する構造マニュアル（兵庫県） 

 姫路市開発事業における手続き及び基準等に関する条例運用基準（姫路市） 

 給配水施設工事施行上の手引 2023（姫路市） 

 水道維持管理指針（日本水道協会） 

 下水道施設計画・設計指針と解説（日本下水道協会） 

 盛土等防災マニュアル（国土交通省） 

 その他、本事業において必要な要綱・基準・指針等 
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2.2. 事業予定地の概要 

(1) インフラ整備状況 

周辺のインフラ整備状況は表 2-1及び別紙３「インフラ整備状況（概要）」に示す。 

 

表 2-1 周辺のインフラ整備状況 

インフラ施設 整備状況 問合せ先 

上水道  国道 372 号にφ150の管が敷設されている。 姫路市上下水道局 

上下水道サービス課 

給水担当 

下水道（汚水）  国道 372号自転車歩行者道にφ200のサービス管

（塩化ビニル管）が敷設されている。 

姫路市上下水道局 

上下水道サービス課 

排水担当 

電力  国道 372 号、県道神戸加古川姫路線、市道谷外 89

号線、市道 74号線に電線が敷設されている。 

関西電力送配電 

通信  国道 372 号、県道神戸加古川姫路線、市道谷外 89

号線、市道 74号線に通信線が敷設されている。 

NTT西日本 

ガス 

 

 都市ガス供給エリア外となっている。 大阪ガス 

※ 電力、通信、ガスの問合せ先は、参考として提示するものである。 

 

 

(2) 地盤状況 

事業予定地内の地質調査結果の抜粋を別紙４「地質調査報告書（抜粋）」に示す。 
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2.3. 道の駅の機能等 

(1) 導入機能・施設の構成 

導入する機能は以下のとおりとし、その施設構成は、表 2-2のとおりとする。 

  ・休憩機能 

  ・情報発信機能 

  ・地域連携機能 

  ・広域防災拠点機能※ 

  ・交流機能 

 

※ 広域防災拠点機能 

 広域防災拠点としての位置づけ 

本道の駅は、地域防災計画に基づき、災害時には災害対策に係る応急活動要員（自衛隊、

警察、消防等）の集結拠点となる「広域防災拠点」としての役割を担う施設となる予定であ

り、大規模災害等の発生直後から、広域防災拠点（物資拠点）となる手柄山平和公園と連携

して施設を活用することを予定している。 

 事業者の制限 

市が、災害時に本道の駅を広域防災拠点として活用する場合、事業者に対して、一部施設

の利用中止や営業の中断などを求める場合がある。この場合、事業者は、市の指示に従うこ

と。 

なお、広域防災拠点として施設を利用することにより発生する事業者の損失に対する補償

は行わない。ただし、利用期間が長期にわたった場合には、協議の上、対応を定めるものと

する。 

 災害協定の締結 

事業者から災害時の有益な提案があり、本市がその提案を受け入れる場合には、本市と事

業者は、災害協定を締結することを検討する。 

なお、本事業において災害協定の締結の提案を必須とするものではない。 
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表 2-2 導入機能・施設の構成 

施設区分 施設構成 道の駅機能 

道 

の 

駅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路 

休憩 

施設 

建築 

施設 

24時間トイレ トイレ 休憩機能 

バリアフリートイレ 

キッズトイレ 

授乳コーナー等 

共用部（通路等） 

休憩施設 休憩施設 

道路情報提供施設 道路情報提供施設 情報発信機能 

管理用倉庫 管理用倉庫 休憩機能 

屋外 

施設 

駐車場・屋外附帯

施設等 

駐車場（大型、小型、障がい者） 

歩行者用通路 

緑地 

管理施設・案内施設等（屋外灯、囲

障、案内サイン等） 

防災施設 防災トイレ 広域防災拠点機能 

造成 造成 擁壁、盛土、雨水排水、調整池、下

水管・給水管等 

その他 

地域 

振興 

施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築 

施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物販施設 物販施設 地域連携機能 

飲食施設 飲食施設 

バックルーム 事業者事務室 

ごみ置場 

更衣室 

トイレ 

休憩室 

荷捌き場・荷降ろし場 

厨房等 

管理用倉庫 

行政事務施設 行政窓口出張所 

地域包括支援センター 

共用バックルーム 

待合いスペース 

出張所バックルーム 

相談室 

多目的室 多目的室 広域防災拠点機能 

多目的室倉庫 

防災施設 防災倉庫 

地域情報提供施設 地域情報提供施設 情報発信機能 

屋内こども遊び場 屋内こども遊び場 交流機能 

トイレ トイレ 地域連携機能 

バリアフリートイレ 

キッズトイレ 

授乳コーナー等 

共用部 屋外エントランス 

風除室・通路等 

自動販売機コーナー 

屋外 

施設 

 

 

駐車場 駐車場（大型、小型、障がい者、高

速バス利用者用、施設職員等、自動

二輪車）、電気自動車用充電施設、

自転車駐輪場 

休憩機能 
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施設区分 施設構成 道の駅機能 

道 

の 

駅 

地域 

振興 

施設 

屋外 

施設 

屋外附帯施設等 歩行者用通路 休憩機能 

緑地 

喫煙所 

管理施設・案内施設等（屋外灯、囲

障、案内サイン、施設総合案内板、

旗掲揚ポール、屋外ベンチ等） 

屋外こども遊び場 屋外大型遊具、パーゴラ・ベンチ、

手足洗い場 

交流機能 

フリースペース フリースペース 

防災施設 災害時用井戸 広域防災拠点機能 

造成 造成 擁壁、盛土、雨水排水、調整池、下

水管・給水管等 

その他 

市道谷外 89号線 車道拡幅 － － 

市道谷外 74号線 舗装修繕 － － 

普通河川豊国南川 河川付替 － － 

周辺排水 水路改修等 － － 
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(2) 施設規模 

本道の駅の各施設の規模は表 2-3のとおりとする。ここで、「程度」は－５％から＋10％の

範囲とする。なお、「面積」の列に（）で表示する数値は、事業者の提案により異なる値を設

定することができる面積を示す。 

 

表 2-3 導入施設の規模 

施設区分 施設構成 面積等 備考 

道 

の 

駅 

道路休憩 

施設 

建築

施設 

24時間トイレ 230～250㎡  

休憩施設 75～82㎡  

管理用倉庫 3.5～4.0㎡  

屋外

施設 

駐車場・屋外附帯施設等 5,500～5,600㎡  

防災施設（防災トイレ） 4組以上 ・屋外附帯施設等に含む 

造成 造成 －  

地域振興 

施設 

建築

施設 
物販施設 

床面積の合計は

1,000㎡未満と

する 

・レジコーナー、宅配コーナ

ー等を含む。 

・明確な間仕切りが無い「屋

内こども遊び場」や「地域

情報提供施設」は左記の面

積に含まれる。 

・飲食施設の客席数は 150 席

以上を想定（1.3席／坪） 

飲食施設 

バックルーム （750～820㎡）  

行政事務施設 154～170㎡  

多目的室 215～222㎡ 

・面積には倉庫（20～22㎡）

を含む。多目的室は 200 ㎡

未満とする。 

防災施設（防災倉庫） 20～22㎡  

地域情報提供施設 20㎡程度  

屋内こども遊び場 （50～150㎡）  

トイレ 135～150㎡  

共用部 適宜  

屋外 

施設 

駐車場 適宜  

屋外附帯施設等 適宜  

屋外こども遊び場 適宜  

フリースペース 1,500㎡程度  

防災施設（災害時用井戸） － ・屋外附帯施設等に含む 

造成 造成 －  

※ 道路休憩施設の屋外施設の面積は、図上求積による。 

 

 

(3) 事業者の提案による施設 

表 2-2に記載のない施設を事業者が提案し、市が承認した場合は、提案された施設（以下

「事業者提案施設」という。）を地域振興施設敷地内又は地域振興施設建築施設内に整備する

ことができる。 

なお、事業者提案施設は、市が示すサービス対価（設計業務の対価及び建設業務の対価）

の範囲で提案すること。  
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3. 道の駅に関する要求水準 

3.1. 施設全体に関する要求水準 

(1) 共通事項 

 地域特性の配慮 

 地域の景観との調和に配慮した計画とすること。 

 地域内外の交流や地域住民の活動・活躍の場となるなど、地域活性化への貢献に

配慮した計画とすること。 

 景観への配慮 

 事業予定地周辺の景観に調和した意匠及び景観対策を行うこと。 

 事業予定地周辺の土地利用状況や、地域資源等への視認性（ビューポイント）に

配慮した計画とすること。 

 建物は、自然採光や自然換気に配慮し、明るく開放感のある親しみのあるデザイ

ンとし、景観性及び文化性を重視すること。 

 環境保全 

(ア) 環境負荷低減 

 姫路市ゼロカーボンシティー宣言を踏まえ、環境への負荷の少ない設備等（例：

太陽光発電設備）の導入を検討するとともに、省エネルギー性、環境保全性、経

済性に配慮したシステムを採用するほか、二酸化炭素の吸収源やヒートアイラン

ド現象抑制の観点から、環境負荷低減に努めること。 

 自然採光の利用、節水器具の採用、リサイクル資材の活用等、施設・設備機器等

の省エネルギー化や廃棄物発生抑制等を図ることとし、各種施設等でエネルギー

の効率的な活用ができるよう、事業者の創意工夫による具体的なアイデアを提案

すること。 

 地域振興施設の本体建築物は、脱炭素化の実現に向けて ZEB（NetZeroEnergy 

Building）を考慮しつつ、ZEB Ready以上の性能を備えることが望ましい。 

 本道の駅に用いる材料は、グリーン購入法に基づき推奨されるものを使用するこ

とを基本とし、人体への安全性、環境への影響及び資源循環に配慮した建設資材

を選定すること。 

(イ) 周辺環境の保全 

 日照、通風、騒音、光害、水質・空気・自然環境の確保や生物多様性などに配慮

し、周辺の良好な環境の保全に資する事業計画とすること。 

 夜間における騒音や照明が、近隣住民の生活や、周囲の農作物の育成に影響を与

えないよう配慮すること。特に、防犯カメラ等による近隣家屋等へのプライバシ

ーの侵害には配慮するとともに工夫を講じること。 
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 安全性の確保 

(ア) 防災性 

 本道の駅は、防災道の駅の選定を目指している。したがって、表 3-1に示す防災

道の駅の選定要件及び防災拠点自動車駐車場の指定の目安を満たした施設の整備

を行うこと。なお、防災道の駅として登録するに際し、要求水準書に示すもの以

外に必要な機能又は設備が生じた場合は、市との協議によるものとする。 

 

表 3-1 防災道の駅の選定要件及び防災拠点自動車駐車場の指定の目安 

項目 選定要件・指定の目安 

「防災道の

駅」の選定要

件（抜粋） 

災害時に求められる機能に応じて、以下に示す施設、体制が整っていること。 

・ 建物の耐震化、無停電化、通信や水の確保等により、災害時においても業

務実施可能な施設となっていること。 

・ 災害時の支援活動に必要なスペースとして、2,500 ㎡以上の駐車場を備え

ていること。 

・ 道の駅の設置者である市町村と道路管理者の役割分担等が定まったＢＣ

Ｐ（業務継続計画）が策定されていること。 

防災拠点自

動車駐車場

の指定の目

安（抜粋） 

（駐車場規模） 

自動車駐車場に隣接する土地の区域に存する駐車場と合わせて 2,500 ㎡以上の

広さを有しているなど、広域災害応急対策の拠点として十分な規模であること。 

（その他（機能及び体制）） 

道の駅等が、耐震化、無停電化され、水・通信が確保されているとともに、業務

継続計画（ＢＣＰ）の作成がなされているなど、広域災害応急対策の拠点として

必要な機能及び体制を備えていること。 

 

 地域防災計画に基づき、大規模災害等の発生直後から、物資拠点となる手柄山平

和公園と連携し、応急活動要員（自衛隊、警察、消防等）の一次集結、連絡等を行

うことができるようにすること。 

 防災機能のために設ける施設及び設備は、可能な範囲で常用施設として活用可能

とする等、運用面並びに費用面で合理的な計画となるものとすること。 

 緊急車両及び救援物資搬入車両の動線や寄り付きにも配慮し、当該車両が通行す

る入口や通路は、当該車両の通行に対応できる整備形態（幅員や形状、段差や障

害物、舗装構造等）とすること。 

 本道の駅の役割や整備の内容等に合わせ、耐震、対火災、対浸水・冠水、耐風、耐

雪、対雷に適切に配慮した計画とすること。 

 ガラス窓のある開口部については、ガラスを割れにくくするとともに、飛散防止

フィルムを貼る等により、割れた際の安全性に十分配慮すること。 

 こどもの利用やイベント時の状況等を想定し、危険が予測される箇所等には転落

防止等の安全対策に十分配慮すること。 
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 地域振興施設及び道路休憩施設の建築物は、「官庁施設の総合耐震・対津波計画基

準」に基づき、表 3-2に示すの耐震安全性と同等水準以上の性能を確保すること。 

 

表 3-2 耐震安全性 

部位 分類 

構造体 Ⅱ類 

建築非構造部材 Ａ種 

建築設備 甲類 

 

 地域振興施設及び道路休憩施設の構造体、建築非構造部材及び建築設備は「官庁

施設の基本的性能基準」に基づく分類Ⅱの耐風性能と同等以上の性能を確保する

こと。 

(イ) 防犯性の向上 

 防犯上の観点から、施設利用者が安全に、安心して利用できる計画とすること。 

 日中の不審者対策や夜間等における不法侵入を防止する等、施設の保安管理に留

意した計画とし、施錠装置は全室に設けること。 

 ドア、窓、シャッターについては、「防犯性能の高い建物部品目録」（防犯性能の

高い建物部品の開発・普及に関する官民合同会議（国土交通省、警察庁ほか））を

参考に、防犯建物部品を積極的に採用すること。 

 地域における事故や犯罪の予防、抑止につながる施設整備となる提案を市は期待

する。 

(ウ) マナー遵守対策 

 本道の駅が、本来の目的を果たすことができるよう、施設利用者における一定の

マナー遵守に向けた対策を講ずること。 

 施設利用目的を逸脱した駐車場の長期駐車や車中泊を防止するような対策を講じ

るとともに、迷惑行為の発生抑制に努めること。 

 機能性 

(ア) 利便性の向上 

 効率的に各施設にアクセスでき、利用しやすい施設配置計画、建築計画、外構計

画とすること。また、移動経路は、連続性及び見通しの確保、適切な案内表示等

により、分かりやすいものとすること。 

 別紙５「道の駅計画イメージ」を参考とし、道路休憩施設敷地及び地域振興施設

敷地との相互一体的な利用が可能な施設とすること。 

 適切な雨水処理、衛生的な環境の維持等、施設利用者が快適に利用できる施設と

なるよう計画、運営すること。 
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(イ) ユニバーサルデザイン 

 施設利用者等が施設（外構・敷地へのすべてのアプローチを含む。）を不自由なく

安心して利用できることはもとより、こどもから高齢者・障がい者等を含むすべ

ての利用者等にとっても、安全・安心かつ快適に利用できるよう、ユニバーサル

デザインに配慮すること。 

 屋外施設及び建築施設の内外部には、統一性があり、空間と調和したサイン計画

を行うこと。また、サインは、ユニバーサルデザインの観点から、認知が容易で

あるとともに、海外からの来訪者等の利用を考慮し、日本語に加え、英語による

表記を行うこと。 

 スイッチ等は、操作しやすい大きさ、形状等で、操作の方法が分かりやすく、安

全なものを、操作しやすい位置に設置すること。 

 案内表示等は、多様な施設利用者に配慮し、視覚情報、音声・音響情報及び触知

情報を適切に併用して多角的に提供すること。 

(ウ) 環境性 

 各室の機能が適切に発揮できるよう、必要な箇所については、防音、遮音、吸音

に配慮した室内音環境とすること。 

 多目的室や屋内こども遊び場等、多くの利用者が想定される室については、放送・

音響設備使用の際、運営に支障が生じることのないよう、適切に残響時間等を調

整すること。 

 各室、エントランス、通路等は積極的に自然光を採り入れ、省エネルギーと開放

感の両立を図ること。 

 照明設備（屋外灯等を含む）は、周辺の光害に配慮したものとすること。また、施

設の反射光についても配慮すること。光害が予測される場合は、その対策（遮光

フェンスの設置等）を講じること。 

 災害時の利用を想定した採光や照明等の計画とすること。 

 気温や湿度、気候等の屋外条件の変化に対応できる空調システムとすること。 

 照明等の設備機器は、発生する熱負荷が低減されるものを採用すること。 

 室温及び壁などの断熱構造を考慮することで、室内に発生する表面結露及び内部

結露を抑制すること。 

 出入りによる室内温度への影響を抑制すること。 

 自然通気を得るための開口部を設け、風の通り道を設けること。 

 機械換気は、必要な換気量、換気回数を確保し、快適で安全な空気の質を確保す

る換気システムとし、また、室内に発生する表面結露及び内部結露を抑制するこ

と。 

 道路休憩施設及び地域振興施設の屋内は全面禁煙とすること。 

 周辺環境に与える騒音を抑制する計画とし、人の動作又は設備による騒音や振動、

駐車場を通行する車両による騒音・振動、風による騒音・振動等に対して、心理

的又は生理的に不快となる騒音・振動を生じさせないよう対策を講じること。 
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 新型コロナウイルス感染症に代表される感染症の拡大に対し、安心・快適に利用

できる施設となるよう配慮すること。 

(エ) 情報化への対応 

 電源設備は、情報通信システムに影響を及ぼすことなく、確実に機能させるため

に、保守性や安全性を確保したものとすること。 

 情報通信システムの将来の更新等に対応できるようにすること。 

 経済性 

(ア) 耐久性・耐用性の確保 

 市では、公共施設総合管理計画において、耐用年数＋15 年を目標耐用年数として

利用することを前提としているため、事業期間終了後も市が引き続き使用するこ

とを踏まえた施設計画とすること。 

 低廉、高品質かつメンテナンスが容易な施設となる計画、材料・機器を採用の上、

事業期間終了時まで計画的な修繕・更新を行い、要求水準を維持すること。 

(イ) 保全性・メンテナンス性 

 各施設のニーズの変化に容易に対応可能なフレキシビリティの高い計画とするこ

と。 

 清掃、点検及び保守等の業務に応じた作業スペース、作業員休憩スペース、搬出

入ルート、設備配管スペース等の確保に努めること。 

 内外装や設備機器については、清掃、点検及び保守等が容易で効率的に行えるよ

うに努めること。 

 設備機器等は、各機器の寿命バランスや互換性の整合を図り、更新作業の効率性

に配慮して計画すること。 

 

(2) 配置計画 

 ゾーニング・施設配置 

 高齢者や障がい者、こども等を含む全ての施設利用者にとって、安全、安心かつ

快適に利用できるユニバーサルデザインに配慮した施設配置とすること。 

 各エリアの相乗効果が得られ、本道の駅のにぎわいが感じられる施設配置となる

よう工夫すること。 

 本道の駅敷地西側及び北側の住民の生活に対し、騒音や振動及び光害などの影響

により日常生活に支障を生じることがないよう、駐車場やイベント実施スペース、

建築物等の配置を計画すること。 

 本道の駅敷地の一部は、別紙６「建築施設等設置制限範囲」に示すとおり天川の

河岸侵食による家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食）の指定がなされているため、

特段の理由がない限り、当該範囲を避けて建築物及び建築物に附帯する工作物を

配置すること。 
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 高圧線下は地役権が設定されていることから、当該範囲には、建築物を配置しな

いこと。なお、詳細範囲については、別紙６「建築施設等設置制限範囲」に示す。

また、事業者の提案により、当該範囲内に、屋外灯、転落防止柵等の囲障、植栽及

びメインサイン塔等の設置が必要となった場合は、構造物の高さに盛土高を加え

た高さを 10ｍ以内にすること（地役権者と協議済み）。 

 施設利用者及び施設職員等の車両、物品等の搬出入車両、ごみの搬出車両、大型

バス等の車両動線を考慮し、歩行者用通路と車両用通路を明確に分離して、安全

を確保した施設配置とすること。 

 「道の駅」情報提供機能の改善に関するチェックポイントを踏まえ、道路情報が

多くの施設利用者に提供・共有されるように配置すること。 

 喫煙所は、受動喫煙の防止等に関する条例に基づき、屋外喫煙区域を設けるもの

とし、屋外に 1箇所、雨に濡れずに喫煙することが可能となるように設けること。

また、近隣住民への影響にも配慮した配置とすること。 

 動線計画 

 施設利用者用の車両出入口は、別紙５「道の駅計画イメージ」に示す計画に従い、

国道 372号に面して 1 箇所（以下「国道側出入口」という。）、市道谷外 89号線に

面して 1箇所（以下「市道側出入口」）設置すること。国道側出入口は、国道から

の右折進入及び国道への右折退出が出来ない出入口である。なお、出入口の設置

位置は、兵庫県警察本部との協議が完了しており、変更はできない。 

 地域振興施設の施設職員の車両及び物品等の搬出入車両等が屋外バックヤードを

円滑に利用できるよう、国道側及び市道側出入口とは別に、市道谷外 74号線に面

した位置に屋外バックヤードへの出入口（以下「屋外バックヤード出入口」とい

う。）を設けること。なお、屋外バックヤード出入口は、車両通行のみを想定して

おり、車止めポール（上下式・SUS製・鎖内蔵）及び注意看板（「関係車両以外進

入禁止」等）において関係車両外の進入を防止すること。また、施設利用者用駐

車場とバックヤード間には大型引戸（四国化成建材㈱SKNA1A－12－4S・シリンダ

ー錠付き同等品以上）を設け、屋外バックヤードに関係者外の車両等の進入防止

を図ること。 

 初めて訪れる利用者でも、本道の駅からの入退出あるいは駐車場内の通行を円滑

に誘導するため、道路休憩施設敷地内においては別紙７「道路休憩施設 全体計画

案」に示すとおり路面標示（行先表示）を設置すること。なお、地域振興施設敷地

内にも路面標示及び案内板等を適切に配置し、駐車場内での渋滞等が発生しない

よう配慮すること。 

 適切な案内誘導施設の設置、路面着色等により施設内の歩行者の安全確保に配慮

すること。 

 避難経路は、簡明なものとし、法令等に定められた場合以外についても、二方向

避難を確保、避難距離の最短化、十分な幅で段差のない避難経路の確保等、高齢

者、障がい者、妊婦、こども、海外からの来訪者等を含む全ての施設利用者の直
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感的で容易な避難に配慮すること。 

 平面構成 

(ア) 施設共通 

 各要求水準を満足した上で､構造計画や設備計画と整合させるとともに､「道の駅」

としての利用形態及び特性を十分に把握し、合理的で機能的な計画とすること｡ 

 各室の形状は､その用途を踏まえ、バランスのとれた計画とすること。 

 道路休憩施設は 24時間利用可能とするため、道路休憩施設と地域振興施設の建築

施設は、それぞれ単独でアクセスできる計画とし、セキュリティを分けること。 

(イ) 道路休憩施設 

 別紙８「道路休憩施設 平面レイアウト図」に示す建築施設の形状、配置を参考と

し、施設整備を進めること。 

(ウ) 地域振興施設 

 地域振興施設の各施設の開館時間と行政窓口出張所及び地域包括支援センターの

窓口受付時間が異なる場合は、行政窓口出張所及び地域包括支援センターが独立

して運営できる配置とすること。 

 明確なゾーニングにより、初めて訪れる利用者にとっても目的とする場所が容易

に認識でき、分かりやすい各室の配置、空間構成となるよう配慮すること。 

 

(3) 建築施設 

 施設共通 

(ア) 構造 

 建築施設は、平屋建てを原則とすること。 

 木造は採用しないこと。なお、市は鉄骨造を想定しているが、鉄筋コンクリート

造の施設の提案を妨げるものではない。 

(イ) 建築材料 

 過度に高価な材料や特殊な工法を必要とする材料の使用は避け、主体構造との調

和に配慮し、各室の用途及び利用内容や形態、意匠、環境等の特性を考慮したも

のとすること。 

(ウ) 仕上げ 

a. 仕上計画 

 仕上計画は、周辺環境との調和を図るとともに、維持管理についても留意し、清

掃しやすく管理しやすい施設となるよう配慮すること。 

 使用材料や断熱方法等を十分検討し、建物の長寿命化と維持管理・運営コスト削

減に貢献するような工夫を図ること。 
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 同一仕上げ面は全面にわたって均一な品質を確保すること。 

 経年による変化や著しい変色が生じにくいものとすること。 

 色や柄は、各室の機能にふさわしい色彩とし、自然採光や照明の効率性に配慮し

た計画とすること。 

 異なる仕上げの取り合い部分は、適切に見切縁を設けるなど、変位等による破損

や経年変化による隙間等の発生及び傷等の防止を図ること。 

 鋼製のものは、下地も含め防錆処理を行うこと。 

 外装・内装及び外構の仕上げグレード、材質、デザイン及び色彩等は、それぞれ

の連続性や繋がりに配慮する。特に、屋外エントランス、風除室周りについては、

より内外の統一性を図ること。 

 兵庫県産木材を積極的に活用すること。 

 使用材料は健康等に十分配慮し、ホルムアルデヒドや揮発性有機化合物等の化学

物質の削減に努めるとともに、建設時における環境汚染防止に配慮すること。 

 地域振興施設のうち、物販施設及び飲食施設に係る内装仕上げ等工事は、事業者

の負担とする。なお、市及び事業者の負担範囲については、別紙９「工事区分表

（物販施設・飲食施設）」を基本とする。 

b. 外装計画 

 本道の駅に係る建築施設及び工作物は、統一された仕上げグレード、材質、デザ

イン及び色彩等とするとともに、平面構成、断面構成及び構造計画と整合された

デザインとし、機能性と意匠性が合致した計画とすること。 

 汚れ防止を意識した素材やディテールを用いた計画とすること。 

 周辺の状況を考慮し、開口部の配置、形状及び仕様等、プライバシー確保、外部

からの視認性に配慮した計画とすること。 

 設備機器等は外部から直接見えないよう工夫した計画とすること。また、目隠し

板等を設ける場合は、外壁の仕上げや周囲の景観と調和する意匠とすること。 

 施設利用者が出入りする建具は、ステンレス製又は同等以上とし、その周囲の連

続する開口部についても統一性を考慮し、同様とすること。 

 屋外への各出入口には、その機能に応じて適切な大きさの庇を設けること。特に

屋外エントランスには、施設利用者の集いやイベント機能に対応した大庇（キャ

ノピー）を設けるなど、本道の駅の顔としての意匠性及び耐久性等に考慮した計

画とすること。また、その他の庇においても、外観との調和に配慮した形状、仕

上げとすること。 

 金属を使用する場合は、錆や腐食等を考慮し、表面仕上げは、原則としてステン

レス製、アルミ製又は同等以上の素材とすること。 

 機能上支障のない部分は、木材又は木質系材料を活用し、積極的に外装の木質化

を行うこと。特に、軒裏等、直接又は報道機関等を通じて間接的に多数の目に触

れる機会が多い部分は、積極的に木材の活用を図ること。 
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c. 内装計画 

 統一された仕上げグレード、材質、デザイン及び色彩等とするとともに、平面構

成、断面構成及び構造計画と整合されたデザインとし、機能性と意匠性が合致し

た計画とすること。なお、各室において市が期待する内装仕上げの仕様について

は、別紙 10「仕上表（内装）及び工事区分について」に示すとおりであり、事業

者はこれを参考に同等以上の仕様を採用すること。 

 同一空間内で同一部位に二種類以上の仕上げを使用する場合、切り替え部分に見

切縁を設けるなど、意匠性や機能性を考慮し適切に処理すること。 

 機能上支障のない部分は、木材又は木質系材料を活用し、積極的に内装の木質化

を行うこと。特に、物販施設、飲食施設、屋内こども遊び場、多目的室、行政窓口

出張所、地域包括支援センター等、直接又は報道機関等を通じて間接的に多数の

目に触れる機会が多い部分は、積極的に木材の活用を図ること。 

 機能上支障のない部位又は範囲で、多数の目に触れる機会が多い部分の内装壁仕

上げの一部に、多意匠装飾仕上塗材をはじめとした材料又は工法を用いること。 

(a) 床 

 水勾配の目的がある場合を除き、床仕上げ面は水平かつ平坦とすること。 

 床面は滑りにくく、清掃が容易な仕上げ材を用いること。また、濡れる可能性の

ある床面は、施設利用者の転倒防止に配慮する材料を用いること。 

 床仕上げ材は、日常行動、交通及び物流等による衝撃で欠損や剥離等が生じない

仕様とすること。 

 床仕上げ面に取り付けるものは、歩行等に支障が発生しない納まりとすること。 

 床面に見切縁や継ぎ目金物（EXP-J）を設ける場合は、可能な限り仕上げ材を連続

させること。 

 床に取り付ける附帯設備、什器、備品等で転倒防止対策が必要な場所には、必要

に応じて留め付け下地又は基礎を設けること。 

 行政窓口出張所、地域包括支援センター及び両室に伴う待合スペース、各バック

ルーム、相談室並びに事業者事務室の床は、OAフロアとし、金庫等の重蓋物を設

置する箇所は必要に応じて床の補強を行うこと。 

(b) 壁 

 日常行動、交通及び物流等による衝撃で、欠損、剥離、傾き、曲がり等が生じない

強度を有し、ぐらつきを生じさせないこと。 

 壁面に設置する各種設備機器（消火器ボックス含む）は、法令等により規定のあ

るものを除き、壁面に埋め込み突出させないこと。 

 竪樋やドレン等の竪配管は、基本的に設備シャフト内配管とし、容易に点検及び

清掃ができるものとすること。 

 物を移動する主要搬入経路上にあたる壁面部分には、キックガードやコーナーガ

ードを設けること。 

 移動間仕切りは、手動式で可動させやすく、所定の遮音性（透過損失 49.0dB（中

心周波数 500Hz 時のパネル単体の透過損失（dB）・カタログデータに基づく）以上）
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を有し、人の出入りが可能な扉を設けるとともに、収納時に設置室の利用を妨げ

ないよう配慮すること。 

 ピクチャーレールは、物販施設、飲食施設、多目的室、屋内こども遊び場及び地

域情報提供施設等、施設利用者が利用する室や通路（廊下）に設置すること。な

お、材質は、アルミ押出既製品の中量用(25kg 程度）以上の吊モノに応じた仕様と

し、フック及びハンガーセット等附属金物付きとすること。 

 壁に取り付ける附帯設備等で転倒防止対策が必要な場所には、必要に応じて留め

付け下地を設けること。 

(c) 天井 

 物販施設、飲食施設及びバックルームの天井構造並びに形状は、事業者の提案に

よるものとするが、他の室においては吊り天井とする。 

 直天井を採用する場合を除き、梁型、各種設備機器(目的上隠蔽することができな

い設備機器を除く)及びその横引き配管は、天井内に隠蔽することとし、天井内に

隠蔽された各種設備機器は、点検口により点検できるものとすること。また、天

井面に取り付ける各種設備機器は、機能確保上、法令上等により規定のあるもの

を除き、天井面から突出させないこと。 

 天井面に現れる各種設備機器の配置は、柱のスパン割からのモジュールを設定し

て行うこと。 

 天井に取り付ける附置設備等で落下防止対策が必要な場所には、必要に応じて留

め付け下地を設けること。 

(d) 建具 

 日常行動及び交通•物流等による衝撃で、欠損、剥離、傾き、曲がり等が生じない

強度を有し、ぐらつきや経年による反りが発生しないようにすること。 

 高齢者、障がい者等の利用が想定される出入口は、支障となる段差が生じないよ

うにすることは勿論のこと、車いす使用者が容易に開閉して通過できる構造とす

ること。 

 ガラス扉及びガラス入り扉等は、「安全•安心ガラス設計施工指針増補版(一財)日

本建築防災協会(2014 年 9月 1日)」を参考に対策を施すほか、強化ガラスや網入

りガラス等の採用等、衝突時の安全性確保や飛散防止の処置を行い、必要に応じ

ガラス面に衝突防止サインを設置する。また、可動部は蹴込みを想定した形状と

すること。 

 自動扉は、原則としてスライド自動扉とし、挟み込み防止や引込み部の巻込み防

止等の処置を行うとともに、安全センサーや扉ガラス衝突防止及び非常時開放装

置を設けること。なお、自動扉は指定のない限り開口幅 1200mm 以上とすること。 

 重量シャッターは、障害物感知装置を設けること。 

 外部に面する建具は、次のとおりとすること。 

 各室の性能が確保できる耐風圧性、水密性、気密性、遮音性、断熱性を有す

ること。特に水密性は、暴風時においても雨の浸入がないよう、必要な水密

性、気密性を確保すること。 
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 結露防止や結露水が室内に及ばない構造とすること。 

 下部及び上部(建具が壁面と同面の場合)に水切りを設置し、浸水や壁面汚染

防止に努めること。 

 室内への浸水を考慮し、可動部が室内に侵入することがない、開閉機構及び

開き勝手とすること。 

 附属金物は、各種性能を満足するものとし、取手やクレセント等の操作部に

ついては、操作性や強度を考慮したものとすること。 

 屋内側の額縁は、外部建具同材とすること。 

 扉等の仕上げは、壁の仕上げ•色彩と調和したものとする。必要に応じて留め付け

下地を設けること。 

①. 各室出入口 

 各室の機能•規模に応じ、収納家具、備品間仕切ユニット、設備機器等が台車等で

搬入可能な寸法であるとともに使い勝手を考慮した幅、位置とすること。 

 鋼製のものは、下地を含め、防錆処置を行うこと。 

 形状はフラッシュ扉(ガラス入りを含む)を標準とし、同一空間内については高さ

を揃えるなど意匠バランスに配慮すること。なお、開き戸はレバーハンドルとし、

自閉装置付きで、原則シリンダー箱錠、サムターン付きとすること。 

 出入口扉のガラスは、「改訂版ガラスを用いた開口部の安全設計指針」を参考に、

強化ガラスや網入りガラス等の採用等の安全対策を講じること。 

 障子部分がガラスとなる扉には、衝突防止サインを設置すること。 

 各室の廊下等への出入口扉は倉庫•設備室等を除いて内開きを基本とし、開閉時に

扉が廊下等に突出しないようにすること。 

 戸当たりを設け、扉の開閉時に壁を傷つけることがないようにすること。 

 鍵管理システムにて管理する鍵の仕様は事業者提案とし、市と調整の上決定する

こと。 

②. 外部出入口 

 外部出入口の上部全てに庇を設置すること。 

 開き扉の場合は、外開きを原則とすること。 

 エントランス⇔風除室⇔屋内の主要な出入口には、ステンレス製自動扉を設ける

こと。 

③. 窓 

 外気に面する室(廊下等の部分を含む)には窓を設ける。ただし、視線等に対する

配慮が必要な場合については適切な処置を講じること。 

 位置及び寸法は、着席時に外部への視界を遮らずに見通せる高さ及び幅とするこ

と。 

 窓は、自然採光、自然通風を考慮したデザインとすること。 

 開口部の位置が低い場合は、手摺り等を設置し、落下防止の安全対策を講じるこ

と。 

 開放できる窓や防虫の必要な室のガラリ等には、網戸を設置すること。また、鳥
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の侵入が想定される給気ロ等については、防鳥ネットを設置すること。 

④. 点検口 

 寸法は、設置する機器類及び物品等の搬出入並びに点検、維持管理作業が可能な

大きさとし、必要以上に大きくしないこと。 

 点検口の見え掛かり部は、周囲の仕上げと統一されたグレード、材質、デザイン

及び色彩等とするなど、機能性と意匠性が合致したものとすること。 

 防火設備について空間の連続性や搬出入等の機能性へ配慮が必要な箇所は、感知

器連動の常時開放型とする。また、開放時において壁面から突出しない納まりと

すること。 

⑤. 建具廻り 

 縦型ブラインドには、その上部を隠蔽できるよう、ブラインドボックスを設ける

こと。なお、横型ブラインドはこの限りでない。 

 建具と内部仕上げの取合い部は、変位等による破損や経年変化による隙間等の発

生がないものとすること。 

(エ) スロープ 

 屋外及び屋内の通路には段差を設けないこと。 

 やむを得ず段差が生じる場合は、傾斜路を設置すること。 

 傾斜路は、安全性及び上り下りのしやすさを考慮したものとすること。 

 必要に応じ、利用しやすい位置に休憩スペースを設けること。 

 各規格及び細部詳細は、高齢者、障がい者等の円滑な移動等に配慮した建築設計

標準に従うこと。 

(オ) サイン・案内誘導 

a. サイン 

 施設利用者の移動円滑化を図るため、案内誘導は一貫した考え方（サインシステ

ム）及び意匠、各種案内板、視覚障害者誘導用ブロック、点字及び音声誘導設備

等を活用し、直感的にわかりやすいものとすること。また、海外からの来訪者等

の利用に配慮したものとすること。 

 サインは、各室の配置及び機能を原則ピクトグラムで表記し、デザインや仕様等

の意匠性に統一性があり、かつ、建築空間と調和し、視認性に優れた形状、寸法、

設置位置、表示内容とすること。なお、使用するピクトグラム記号は、「道の駅」

登録・案内要綱を参考とすること。 

 楽しく親しみのあるデザインに配慮すること。 

 海外からの来訪者等の利用を考慮し、日本語に加え、英語による表記とすること。 

 案内板及び案内表示は、ユニバーサルデザインの観点から、シンプルかつ大きな

文字のデザインで、施設内部及び敷地内の分かりやすい位置に設置すること。 

 安全性に配慮した素材、形状とするとともに、設置位置についても通行者等の安

全性や利便性に配慮した位置とすること。 



25 

 屋外のサインは、堅固で錆の発生しない材質とすること。 

 施設利用者の主たる動線上の総合案内板及び各施設の出入口付近に設ける館内案

内板には簡明な配置図を表記し、現在地、主たる出入口、その他施設利用者等に

周知が必要な機能を明示するとともに、触知案内図を併記すること。 

 国道 372 号に面し、通行車両及び周辺から視認できるメインサイン塔及びサブサ

イン塔を設けること。なお、両サイン塔は、施設名称やシンボルマーク等を組み

合わせた「道の駅の顔」となるデザインとし、24時間視認できる照明設備を設け

ること。 

 周辺環境や景観に調和したデザインとすること。 

 広域防災拠点として本道の駅を活用する場合に、一般利用に対する制限が課され

ることについてわかりやすく案内すること。 

b. 案内誘導 

 車両及び歩行者等の安全な交通を確保するため、本道の駅敷地に車両や歩行者用

の案内誘導施設（施設名板、懸垂幕用設備、案内用掲示板、案内誘導用看板、サイ

ンポール、路面標示、矢印板等）を適宜設置すること。 

 案内誘導の手段、設置箇所等は、事業者の提案によるが、表示は、関連する基準

類、ガイドラインに準じたものを基本とすること。 

 駐車場内の車両誘導用の看板やサイン類は、夜間の視認性を確保すること。 

 本道の駅敷地内の円滑・安全で快適な利用に資するための歩行者誘導用看板、視

覚障害者誘導用ブロック等の案内誘導施設を整備すること。なお、アスファルト、

コンクリート、インターロッキング面の視覚障害者誘導用ブロックは平板型を基

本とし、その他の床仕上げ面は点字鋲型を基本とするが、車いす利用者やベビー

カー利用者にも配慮したものを整備すること。 

 

(4) 屋外施設 

 施設共通 

(ア) 共通事項 

 屋外に設ける工作物等は堅固で錆の発生が無い材質若しくは防錆処理を施したも

のとすること。 

 附属施設及び工作物等の上屋（屋根部）を既製品とする場合は、建築基準法適合

品（平成 14年国土交通省告示第 408、409、410 号）とすること。 

 車両の通行や駐車区画に面する工作物等の周りには、車両等の衝突を想定した保

護設備を設けること。 

(イ) 駐車場 

a. 共通事項 

 車両及び歩行者の円滑かつ安全な駐車、通行、出入りに配慮した計画とすること。 
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 歩行者の安全を確保するため、駐車場内の歩行者と車両の通行を分離するととも

に、直角駐車区画（島状に配置した駐車区画を除く）の短辺が歩行者用通路に面

する箇所においては、車止めやブロック等の構造物により歩行者等の安全確保を

図ること。 

 車両の通行に供する場所は、アスファルト舗装とし、通行量等に応じた適切な舗

装種別、舗装構成による舗装を行うこと。併せて必要な路面標示を行うこと。た

だし、進行方向を示す路面標示は、「道路標識、区画線及び道路標示に関する命令」

別表第６に規定する「進行方向別通行区分」と区別した規格あるいは色彩を採用

すること。また、歩行者の通行に供する場所は、インターロッキングや路面着色

等により車路と識別できる仕上げにすること。 

 舗装構成は本道の駅敷地全体で計画すること。 

b. 障がい者用駐車場 

 障がい者用駐車区画を道路休憩施設敷地内に１区画及び地域振興施設敷地内に３

区画を設けることとし、障がい者用駐車区画は、施設の出入口に近い位置に設置

し、駐車区画には屋根を設けること。 

 障がい者用駐車区画は、車椅子使用者用駐車施設等の適正利用に関するガイドラ

インを踏まえ、他の駐車区画と区分できる路面標示など、適正利用を促す取組・

対策を行うこと。 

 本駐車区画は、「兵庫ゆずりあい駐車場制度」に登録予定であり、当該制度に適合

する案内表示を行うこと。 

 障がい者用駐車区画を覆う屋根下には、照明設備を設けること。 

(ウ) 屋外附帯施設等 

a. 歩行者用通路 

 道路休憩施設及び地域振興施設並びに障がい者用駐車場を結ぶ通路には、「道路の

移動等円滑化に関するガイドライン」に基づき降雨時においても雨に濡れないよ

うに屋根等（照明器具付）を設けること。なお、道路休憩施設敷地と地域振興施

設敷地の境界線を跨いで連続する屋根の場合は、境界線の鉛直上で約 10ｍｍの隙

間を確保すること。 

 歩行者用通路の屋根仕様は事業者の提案によるものとするが、周囲と統一された

仕上げグレード、材質、デザイン及び色彩に留意すること。 

 土間は、周囲の仕上げに合わせるとともに、色彩表示等により他の部分と区別化

を行うこと。 

b. 緑地 

 緑地の整備は、事業者からの提案によるものとするが、国道側及び市道側出入口

付近に整備する場合は、出入口の見通しを妨げないよう留意すること。 
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c. 屋外灯 

 屋外には、建築物や工作物に設ける屋外灯のほかに、夜間の交通や歩行者等の安

全及び防犯を考慮した屋外灯（ポール型）を設けること。 

 屋外灯は、駐車場、構内道路、車両用通路、駐車場出入口並びに歩行者通路等の

屋外において、暗闇を残すことがないように照らす照明器具であり、照明基準は

日本産業規格（JIS Z9110）によること。なお、屋外エントランス及びフリースペ

ース並びに事業予定地の北側里道からの歩行者通路は 50 ルクス以上を確保する

こと。また、県道・市道に面する出入口付近及びその車路においては 20ルクス以

上、その他の車路は 10 ルクス以上を確保すること。 

 屋外灯は、防水・防虫型の LED 灯とし、車両や人の通行及び地下埋設物に支障を

きたさない位置や構造とするとともに、安全と防犯の観点から効果的な位置に設

けること。 

 屋外灯は、プログラムタイマー（任意設定）と自動点灯・自動消灯の組み合わせ

で点灯・消灯する仕様とし、24時間利用可能な道路休憩施設の利用者に対し、高

い安全性と防犯性を確保すること。 

 道路休憩施設敷地内及び地域振興施設敷地内、ともに同仕様・同機種の屋外灯と

する。なお、配線系統は、各敷地内とすること。 

 屋外灯の光源により、隣接家屋等に光害を及ぼしてはならない。なお、隣接家屋

等の近くに屋外灯を設ける場合は、照明器具にて光の方向を調整・制限すること。 

 屋外灯のポールを利用して、スピーカー及び防犯カメラを取り付けること。 

 全駐車場の全消灯及び 50％消灯が行えるよう設定すること。 

(エ) 敷地周囲囲障 

 本道の駅敷地の周囲には、転落防止用の柵若しくはフェンス（H1200 以上・朝日ス

チール工業㈱ユニフェンス同等品以上）などを設置すること。なお、別紙 11「目

隠し遮音フェンス設置箇所想定図」に示す本道の駅敷地隣接家屋等への視線や音

の影響が想定される場所（範囲）においては、目隠し遮音フェンス（H3000 以上・

朝日スチール工業㈱同等品以上）を設けることを想定している。 

 道路休憩施設敷地と地域振興施設敷地の境界線を跨いで連続するフェンス等の場

合は、境界線で約 10ｍｍの隙間を確保すること。 

(オ) 化粧蓋 

 舗装面がインターロッキング、タイル、コンクリート平板及び石材の箇所にマン

ホール蓋等が設けられる場合は、化粧蓋（簡易防水・防臭、スライド開閉式、ステ

ンレス目地）仕様とすること。なお、適用荷重は、化粧蓋メーカー仕様とする。 

 

(5) 設備 

 共通事項 

 更新性、メンテナンス性に配慮した維持管理しやすい計画とすること。 
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 ランニングコストを抑えた設備とすること。 

 建物内の温度及び照度をコントロールできるようにすること。 

 風水害、落雷、断水及び停電等の災害を考慮して計画すること。 

 管理区分ごとの光熱水費が明確となるように子メーター等を設置すること。なお、

管理区分は、以下を標準とするが、事業者の提案を踏まえ、協議により設定する。 

    区分１ 道路休憩施設 

    区分２ 地域振興施設のうち、行政事務施設、防災倉庫 

    区分３ 地域振興施設のうち、区分２を除く部分 

 事業者の負担で整備を行う設備がある場合は、市の負担で整備する設備と区分す

ること。 

 設備機器の更新、メンテナンス及び電気容量の増加等の可能性を踏まえ、受変電

設備、配電盤内に電灯、動力の予備回線を計画すること。 

 可能な限り、各室の静音環境を保つような設備計画に努めること。 

 厨房の空調及び換気設備の計画に当たっては、天井等が結露しないよう工夫する

こと。 

 空調設備と換気設備は、遠方発停制御が可能とすること。 

 将来のシステム更新や変更等に柔軟に対応可能な配管・配線スペース等を適切に

計画すること。 

 ケーブルラックや配管の仕様等については、施設や各室の特性を考慮して敷設す

ること。 

 各機器類・器具等の見え掛かり部は、形状・材質及び色彩等の意匠に配慮したも

のとすること。 

 電気設備 

(ア) 電灯・コンセント設備 

 各施設の利用形態・空間・意匠に応じた適切な照明計画・コンセント配置とする

とともに、自然採光を積極的に取り入れた計画すること。 

 照明器具については、省エネルギー・高効率タイプの製品（人感センサ―付きの

照明器具等）や容易に交換ができる製品を採用するよう配慮し、入手が難しい器

具は使用しないこと。 

 照明器具等の取替や清掃が容易にできるように工夫すること。 

 器具の破損等により破片の飛散が懸念される場所の器具については、適切に保護

し、安全性を確保すること。 

 照明器具は原則として LED 照明とし、適正照度の確保やグレアの防止に努めるこ

と。 

 非常照明、誘導灯（バッテリー内蔵型）は、関連法令に基づき設置すること。 

 地域振興施設における電灯の一括管理は事業者の提案による。ただし、行政窓口

出張所、地域包括支援センター、防災倉庫、多目的室及びトイレは一括管理の対

象外とする。 
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 イベント時や災害時の活動を踏まえ、フリースペースや屋外エントランスに鍵付

きの防水コンセントを設置すること。 

 コンセント設備は各室・各箇所の用途に適した形式・容量を確保し、それぞれ適

切な位置に配置すること。 

(イ) 動力設備 

 防災設備、各空調機、ポンプ類等、本道の駅に必要な動力制御盤を設けること。 

(ウ) 受変電設備 

 本道の駅の受変電設備を地域振興施設敷地内に設置すること。 

 道路休憩施設には受変電設備は設けず、地域振興施設の受変電設備から配電する。 

 地域振興施設の電力契約を締結すること。 

 受変電設備は、メンテナンスしやすいように配慮して計画すること。 

 引き込み柱からの配管配線については埋設とすること。 

 電気負荷容量は施設の電気機器や電気器具の同時利用を鑑みて支障のないよう設

定すること。 

 幹線設備は、各機能等のゾーン別に幹線系統を明確にし、維持管理を容易に行う

ことができるようにすること。 

 受変電設備の周囲には、安全確保を考慮してフェンス（H 1800以上・朝日スチー

ル工業㈱、ユニフェンス同等品以上）及び点検用出入口（南京錠付き）を設ける

こと。 

(エ) 情報通信設備 

 本道の駅敷地内で施設利用者が利用可能な無料公衆無線 LAN を整備すること。な

お、当該公衆無線 LAN は、災害時にも公衆無線 LAN としての利用が可能となるも

のを整備すること（同等以上のサービスを提供できる場合は異なる提案も認める）。

無線 LAN機器・環境については事業者の負担によりサービスの提供を行うこと。 

(オ) 構内交換設備 

 ダイヤルイン方式とし、必要に応じた回線数とすること。 

 電話設備は、代表電話（代表窓口）を設置すること。なお、代表以外の個別の問い

合わせ電話の設置については、利便性を考慮した上で事業者の提案による。 

(カ) 放送設備 

 災害時に備えて本道の駅敷地全体及び道路休憩施設、地域振興施設の各室へ放送

可能な設備とすること。 

 消防法､その他関係法令を遵守した非常放送設備と業務用放送設備の兼用型とし､

拡声放送を行う主装置は事業者事務室に設置すること｡ 

 ゾーン別及び全館に放送が行える拡声機能が設けられていること。なお、専用の

映像・音響設備等を設置する室には、非常放送時に映像・音響設備等を遮断する

カットリレーを設置すること。 
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 アナウンスが聞き取りやすい明瞭度が高い音響環境に配慮すること。 

 周辺家屋等に配慮した放送設備計画とすること。 

(キ) 誘導支援設備 

 各種誘導案内設備により、障がい者に配慮すること。 

 バリアフリートイレ等の必要箇所には、非常呼び出しボタンを設置し、非常時・

異常時には表示窓の点灯と警報音等により事業者事務室等に知らせる設備を設置

すること。 

 バリアフリートイレ内の非常呼出ボタンは、紐付きとすること。 

(ク) 警備・防犯設備 

 警備システムは、機械警備を基本とし、本道の駅全体の防犯・安全管理上、防犯

カメラを必要な箇所に設置し、監視モニター（1週間以上録画保存が可能な機器付

き）による一元管理を行う等、一体的に管理できるように整備すること。なお、

防犯カメラの位置は、道路休憩施設敷地内及び地域振興施設敷地内の必要個所（屋

外・屋内）を全て網羅するように整備し、本カメラ位置は施設形態や利用形態を

踏まえた事業者の提案による。 

 防犯カメラによる映像は、事業者事務室のモニターにより常時監視が可能な状態

とすること。 

 防犯カメラは 24 時間稼働するものとすること。 

 防犯カメラには監視中であることを掲示すること。 

 機械警備システムは、各施設それぞれの管理区分を考慮して計画すること。 

 地域振興施設の閉館時間帯における建造物侵入や火災などの異常発生や 24 時間

トイレの非常呼び出しに係る情報・連絡が、警備会社に通報可能な設備を整える

こと。 

 緊急事態時において、各室から事業者事務室等に即座に連絡がとれるよう通信シ

ステムを構築すること。特に、火災発生時には、発報施設から、自動的に本道の

駅全体に緊急放送が流れる設備（非常用放送設備）を整備すること。 

 国道 372号及び市道谷外 89 号線からの駐車場出入口付近には、車番認識システム

を設けること。なお、本システムのカメラは夜間撮影対応型とするとともに、入

場車両及び退場車両の撮影を可能とするものとし、受信装置は地域振興施設内の

事業者事務室に設置すること。 

 警備システム等を始めとする警報機器類は、実績があり、かつ、信頼性が高く、

調整、操作、点検が容易なものを選定すること。 

(ケ) 中央監視設備・防災設備 

 中央監視盤、総合監視盤は事業者事務室に設置し、道路休憩施設敷地内及び地域

振興施設敷地内の本施設全体の管理を行うこと。 

 監視方法は、監視員の常駐、機械監視、遠隔監視など、効果的な監視方法を求め

る。 
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 機械監視、遠隔監視など監視員が常駐しない場合は、緊急時の即応性を確保する

などの体制を構築すること。 

 火災を含め各種感知器の警報が作動した場合は、自動的に警備会社へ通報するも

のとする。 

(コ) その他 

 道路休憩施設の公衆電話付近及び地域振興施設の適切な箇所に、自動体外式除細

動器（AED）を設置すること。なお、本体は壁面埋込ボックス内に設置すること。 

 機械設備 

(ア) 空気調和設備 

 空気調和設備は使用方法を考慮し、各施設の具体的な空調（冷暖房）設備の設置

箇所と仕様は、事業者の提案によるものとする。 

 防災倉庫を除く各室の空調設備は、その用途・目的に応じた空調システムを採用

し、適切な室内環境を確保すること。ゾーニングや個別空調の考え方について、

最適なシステムを提案すること。 

 省エネルギー、環境負荷低減に配慮した空調方式の採用に積極的に取り組むこと。 

 熱源機器の集約化や自動制御設備等を導入し、維持管理が容易なシステムとする

こと。 

 更新性やメンテナンス性に配慮し、容易に保守点検、改修工事を行うことができ

るよう計画すること。 

 外気温や気候等の屋外条件の変化や人数、使用時間、使用形態の変化等に対応で

きる空調システムとすること。 

(イ) 換気設備 

 各室の換気設備は、その用途・目的に応じた適切な換気システムを選定すること。 

 換気扇を設ける等、各室においても十分な換気（湿気・結露対策）ができるよう

配慮すること。 

 外気を取り込む換気口には、汚染された空気の流入を防ぐため、フィルター等を

備えること。なお、当該フィルター等は、洗浄、交換、取り付けが容易に行える構

造のものとすること。 

 感染症対策等の観点からも、各所において適切な換気が可能となるよう計画する

こと。 

(ウ) 給水設備 

 地域振興施設敷地内の給水設備は受水槽式（加圧給水方式）を基本とし、災害発

生時にも損傷しないよう、性能や設置位置等に配慮すること。なお、道路休憩施

設に係る給水方法は、直結式とする。 

 受水槽の設計基準（水平設計震度）は 1.5G を採用すること。 

 受水槽の規模・規格は事業者の提案とするが、耐久性の高いものとすること。 
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 地震を感知し、破損による漏水を防ぐ緊急遮断弁を設けるとともに、災害時に受

水槽から直接給水できる水栓を２箇所設置（常設・鍵付き）すること。 

 受水槽の周囲には、安全確保を考慮してフェンス（H 1800 以上・朝日スチール工

業㈱、ユニフェンス同等品以上）及び点検用出入口（南京錠付き）を設けること。 

(エ) 排水設備 

 汚水及び雑排水は、適切に下水道に接続すること。なお、排水に関しては、自然

勾配によることを基本とし、原則として、ポンプアップは行わないこと。 

 厨房では、必要に応じて、排水処理施設やグリストラップを設けること。グリス

トラップは防臭蓋とし、床面の水や砂埃等が流入しない構造とすること。 

 道路休憩施設及び地域振興施設のそれぞれ個別に排水すること。 

(オ) 給湯設備 

 使い勝手、使用時間帯、使用頻度等を勘案し、効率が良い方式を採用し、衛生的

な給湯を行うこと。 

 維持管理や運営を十分考慮し、安全性に配慮したシステムの提案を行うこと。 

 給湯器の周囲には、安全確保を考慮してフェンス（H1800 以上・朝日スチール工業

㈱、ユニフェンス同等品以上）及び点検用出入口（南京錠付き）を設けること。 

(カ) ガス設備 

 ガス設備を導入する場合は、ガス漏れ警報装置を各ガス設備対象室に設置し、受

信機を事業者事務室に設置すること。 
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3.2. 道路休憩施設に関する要求水準 

(1) 建築施設 

 基本事項 

 別紙８「道路休憩施設 平面レイアウト図」に示す計画を参考に整備すること。 

 道路休憩施設は、地域振興施設とは別棟で整備すること。 

 24 時間トイレ（メンテナンススペースを含む全て）と休憩施設（道路情報提供施

設及び共用部を含む）の内装は、以下のとおりとする。 

（床）  水平で段差がない乾式（水洗い清掃不可）とし、床材は防滑性長尺シ

ート（ロンシール工業㈱ロンレイド ASコンフォート同等品以上）の耐

水工法貼りとする。ただし、小便器下等の下部は、汚垂石（TOTO㈱ハイ

ドロセラフロア同等品以上）貼りとすること。 

（巾木） ステンレス製（SUS304）とすること。 

（壁）  強固な捨て貼り下地の上、メラミン不燃化粧板ｔ3（アイカ工業㈱セラ

ール同等品以上）貼りとすること。 

（天井） LGS 下地、GB-R厚９の上、ロックウール吸音板厚９貼りとすること。 

 24時間トイレ 

(ア) トイレ、バリアフリートイレ、キッズトイレ 

 24 時間利用可能なトイレを整備すること。 

 男性用トイレ、女性用トイレ、バリアフリートイレ、キッズトイレを設置するこ

と。 

 別紙 12「基本衛生機器表（24時間トイレ）」に示す計画に従って整備すること。 

 出入口付近に防犯カメラを設置する等、夜間においても、安全に利用できる施設

とすること。 

 トイレには空調設備を設けること。 

 器具数は表 3-3 のとおりとすること。 

 

表 3-3 道路休憩施設に設置する便器数 

区分 器数 

男性用トイレ 大便器４組、小便器５組 

女性用トイレ 大便器 14 組 

バリアフリートイレ 1組 

キッズトイレ ２組 

 

 トイレブースの大きさは表 3-4を標準とすること。 
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表 3-4 トイレブースの大きさ 

区分 大きさ 

一般ブース 1400mm × 1300mm 

大型ブース 1400mm × 2200mm 

バリアフリートイレブース 2200mm × 2700mm（内寸） 

 

 男性用トイレ、女性用トイレのトイレブースは厚 30とし、固定パネルは「表面：

メラミン化粧板・芯材：MDF」、ステンレス巾木、扉は「表面」メラミン化粧板・芯

材：ペーパーハニカムコア」とし、扉部は指はさみ防止加工とする。なお、キッズ

トイレのトイレブースは厚 20とし、保護者の目が行き届く機能・デザインとする。 

 24 時間トイレの土間スラブ下には地下ピット（H900程度）を設け、土間スラブ下

配管は地下ピット内とする。なお、地下ピットに通じる床下点検口（フロアハッ

チ）は、防水・防臭、鍵付きとし、目地は SUS目地の化粧蓋とする。 

(イ) 授乳コーナー等 

 別紙８「道路休憩施設 平面レイアウト図」に示す計画を参考に整備すること。 

(ウ) 共用部（通路等） 

 駐車場から利用しやすい位置、地域振興施設との連絡がしやすい位置に出入口を

設けること。 

 動線上メインとなる出入口には自動扉等を設けること。 

 通路は、多くの施設利用者がトイレを利用し、また、車いす利用者やベビーカー

利用者の利用も想定されることから、幅員は 2.3m以上を確保のこと。 

 24時間トイレの出入口付近の壁面にリアルタイムで道路情報や気象情報を発信で

きるモニターやデジタルサイネージが設置できるスペース（埋込型）を設けると

ともに、これらの機器の稼働に必要な電源や LAN配線等の整備を行うこと。なお、

モニターやデジタルサイネージ等の機器は、兵庫県（以下「県」という。）が設置

する。 

 通路には空調設備を設けること。 

 休憩施設 

 24 時間利用可能な休憩施設を整備すること。 

 休憩施設の一角に 24時間利用可能な道路情報提供施設を整備すること。 

 駐車場及び地域振興施設側から内部が見渡せるようガラス張りの意匠にするほか、

防犯カメラ等を設置し、夜間においても、安全に利用できる施設とすること。 

 椅子やテーブル等を配置し、施設利用者が休憩できるようにすること。なお、椅

子及びテーブルは固定式のものとし、堅牢で耐久性の高いものとすること。 

 休憩施設には空調設備を設けること。 
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 道路情報提供施設 

 道路情報の提供に関する配布物が陳列できるよう、カウンターやパンフレット等

の陳列棚を設置すること。 

 休憩施設内に、配布用資料や備品を収納する保管庫と掃除道具入れを設けること。 

 カウンターや陳列棚は、地域の観光情報等に関するパンフレットの陳列も想定し

たものとすること。 

 休憩や道路情報の収集を目的とする施設利用者の円滑な利用が妨げられないよう

に、他目的利用や長時間滞在の制限及び抑制に配慮すること。 

 管理用倉庫 

 管理運営上の備品や各種設備等の補修点検用器具及び補修材料等の保管を行う管

理用倉庫を設けること。 

 

(2) 屋外施設 

 駐車場・屋外附帯施設等 

 別紙７「道路休憩施設 全体計画案」に示す計画に従い、構内道路、車両用通路、

歩行者用通路及び駐車区画を配置し、整備すること。構内道路、車両用通路、歩

行者用通路の各幅員は、別紙７「道路休憩施設 全体計画案」に示す幅員を採用す

る。 

 駐車区画の数及び大きさは、表 3-5のとおりとすること。 

 

表 3-5 道路休憩施設駐車場に設置する駐車区画数及び大きさ 

区分 駐車区画数 大きさ 

小型車駐車区画 42台 2.7m× 5.4m 

大型車駐車区画 12台 3.3m×13.0m 

障がい者用駐車区画 １台 3.5m× 6.0m 

 

 道路休憩施設の駐車場は防災拠点自動車駐車場の指定を目指しており、災害が生

じた際は、災害対応活動場所として活用する場合があるため、災害対応活動に活

用しやすい駐車場計画とすることとし、その指定がなされた場合は、「道路標識、

区画線及び道路標示に関する命令」別表第 2 に規定する「広域災害応急対策車両

専用」の規制標識及び施設利用者に対する制限が課されることを案内する標識を

設置すること。 

 防災施設 

(ア) 防災トイレ 

 道路休憩施設敷地内の 24 時間トイレに隣接した位置に防災トイレを整備するこ

と。防災トイレの要求水準は以下の通りとするが、これを上回る防災トイレの提
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案を妨げるものではない。 

 防災トイレは、車いす仕様１組以上と一般仕様３組以上とし、各トイレは貯留弁

用の桝を経て下水道本管に接続すること。なお、始端には水投入口を設けること。 

 防災トイレの未設置時は、歩行者が通行可能なスペースであることから、安全な

通行に支障がないように整備すること。また、未設置時のトイレ本体は、地域振

興施設内の防災倉庫に収納保管するものとする。 

 防災トイレ付近には、各トイレ用のコンセント（防水防雨型）を４箇所以上設け

ること。 

 

(3) 設備 

 電気設備 

(ア) 情報通信設備 

 道路休憩施設内において、県が道路情報の提供を行うために必要な有線 LAN 用の

配管配線・情報コンセント（中継 HUB を含む）等の設備を設け、ネットワーク環

境を構築すること。 

(イ) 公衆電話設備 

 道路休憩施設の 24 時間トイレ入口付近に、24 時間利用可能な電話（公衆電話又

は特殊簡易公衆電話）を設けること。 
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3.3. 地域振興施設に関する要求水準 

(1) 建築施設 

 物販施設 

 「播磨の実力(みりょく)」を発信する農畜水産物や地場産品を販売する直売所を

設けること。 

 施設利用者が立ち寄りやすい位置に設けること。 

 施設利用者や施設職員が物販施設内を把握しやすい居室形状とすること。 

 必要なバックルームを隣接して設けること。 

 施設利用者の購買意欲を高めるよう、陳列方法や照明方法を考慮し、魅力ある店

舗となるよう工夫すること。 

 飲食施設 

 「播磨の実力(みりょく)」を発信する農畜水産物、加工品等の使用に努めた食事

を提供する飲食施設を整備すること。 

 フードコート形式とする場合は、複数の厨房を近接させて設置し、複数区画を利

用することができるようにすること。 

 施設利用者が立ち寄りやすい位置に設けること。 

 施設利用者や施設職員が飲食施設内を把握しやすい居室形状とすること。 

 車いす利用者や乳幼児を持つ家族が利用しやすく、ゆったり滞在できる空間づく

りへの配慮とし、1.3 席／坪を想定した計画とすること。 

 食堂の座席数は 150 席以上を想定しているが、本道の駅の構成やサービス内容等

を踏まえ、事業者の提案によるものとする。 

 バックルーム 

(ア) 共通事項 

 物販施設や飲食施設の機能の効率化を図るためのスペースとして整備すること。 

 バックルーム内には、事業用の室（事業者事務室・ごみ置場等）及び施設職員用

の室（男女別の更衣室・男女別のトイレ・休憩室等）並びに物販対応の荷降ろし

場・荷捌き場・冷蔵庫置場・保管庫置場・加工場等と飲食対応の食材搬入口・食品

庫置場・冷蔵庫置場・厨房・下処理室等を設けること。 

 バックルーム内の施設形態は、事業者が提案する運営内容を踏まえ、事業者の提

案によること。 

 バックルーム内は、物流及び人の動線を考慮し、適切な動線計画をおこなうこと。 

 躯体整備に要する費用は市の負担とする。建築内装及び設備（電気・通信・給排

水・衛生・ガス・換気・空調等）に要する費用は事業者の負担とする。ただし、厨

房・加工場におけるグリストラップ・排水溝（SUS製ノンスリップグレーチングを

含む）から屋外会所までは市の費用負担とする。 
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 台車等の通行が想定される物流経路上にある壁面部及び扉部には、キックガード

やコーナーガードを設けること。 

 厨房機器・什器・備品等に要する費用は、事業者の負担とする。 

(イ) 事業者事務室 

 事業者事務室は、物販・飲食に係る運営や管理のほか、本道の駅（行政事務施設・

防災倉庫は除く）全体の管理・運営を行うための室とすること。 

 事業者事務室は、執務する人員に合わせた必要面積とする。なお、事業の拡大に

よる増員や繁忙期を踏まえた余裕のある空間を確保すること。 

 事業者事務室内には、本道の駅敷地内及び道路休憩施設・地域振興施設内に設け

た全防犯カメラの受信機（録画装置を含む）並びに全通報装置・警報装置の受信

機を設置すること。 

 電気通信・通信設備・機械設備・給排水設備等に係る全通報装置及び全制御装置

を設置すること。 

 床は OAフロアとし、柔軟なレイアウトの変更及び各種設備等の増設等に対応する

こと。 

(ウ) ごみ置場 

 本道の駅から出される事業所ごみを適法適切に排出するために必要な分別作業ス

ペースと保管スペースから成るごみ置場を設置すること。 

 地域振興施設内に設けるとともに、施設利用者及び施設利用者の車両（施設職員

用を除く）の動線から離れ、かつ収集運搬車両が横付け可能な位置に整備する。 

 出入口扉は、鋼製若しくはアルミ製のフラッシュ戸とし、錠付き（内部：空錠・外

部：シリンダー錠）で、必要に応じてガラリ付きとするとともに、動物や鳥類の

侵入を防止するために常閉とすること。 

 照明器具は、人感スイッチ・LED灯とする。なお、換気扇は脱臭機能付きダクト換

気扇とし、換気回数は 15回/h程度を設定すること。 

(エ) 更衣室（男女別） 

 施設職員用の更衣室（男女別）の広さは、室の利用人員に合わせ、必要な面積と

する。なお、事業の拡大による増員や繁忙期を踏まえた余裕のある空間を確保す

ること。 

 想定される利用形態を踏まえ、手洗い等を設けること。 

(オ) トイレ（男女別） 

 施設職員用のトイレの広さや機器数は、利用する人員に合わせ、必要な面積・機

器数とすること。なお、事業の拡大による増員や繁忙期を踏まえた余裕のある空

間を確保すること。 

 業務等の利便上（搬入業者等用）及び衛生管理上（調理等の就業者用）必要とな

るトイレは、事業者の提案により整備する。なお、その広さや機器数は、利用人

員に合わせ、必要面積・必要機器数とすること。 
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(カ) 休憩室 

 施設職員が休憩、飲食するための室で、その広さは室の利用人員に合わせ、必要

な面積とする。なお、事業の拡大による増員や繁忙期を踏まえた余裕のある空間

を確保すること。 

 想定される利用形態を踏まえ、流し台（電気温水器付き）・IHヒーター・冷蔵庫置

場・手洗い等を設けること。 

(キ) 荷捌き場・荷降ろし場 

 荷捌き場は、物販施設や飲食施設で取扱う商品や食材等の搬入口であり、出荷者

からの商品の受け取り及び商品の仕分けなどの陳列準備作業を行う施設とするこ

と。 

 荷捌き場の外部には、荷降ろし場を設け、その広さは２ｔトラック（冷蔵冷凍車）

２台が余裕をもって荷降ろし作業を行える空間とし、その荷降ろし場の上部には、

荷降ろし作業用のキャノピーを設けること。 

 荷降ろし場と荷捌き場の間には、電動軽量シャッター及び電動シートシャッター

を設け、外気（熱気や冷気）や虫類、埃等の流入を抑制させる。なお、シャッター

横に扉を設ける場合は、常閉とすること。 

 荷捌き場には、手洗い・手指消毒・靴底消毒が行える設備を設けること。 

 荷降ろし場には、事業者事務室及び必要個所に通じるインターホンを設けること。 

 荷捌き場及び荷降ろし場は、商品の搬入が行いやすい配置かつ、施設利用者の動

線から目視できない配置計画とするが、目視可能な場合は、目隠し等の措置を講

じること。 

(ク) 厨房等（厨房・冷蔵庫置場・食品庫・下処理室・加工場・作業場・食材搬入口等） 

 利用形態により、各室を適法適切に配置すること。 

 施設使用者の利用スペースや通路(屋外を含む)には、調理や加工に伴う排気や排

熱を出さないこと。 

(ケ) 管理用倉庫 

 必要に応じ、管理運営上の備品や各種設備等の補修点検用器具及び補修材料等の

保管を行う管理用倉庫を設けること。 

 行政事務施設 

(ア) 共通事項 

 行政窓口出張所と地域包括支援センターは隣接して設け、各行政機関の執務室の

ほか共用の待合スペースと共用バックルーム及び行政窓口出張所の出張所バック

ルーム、並びに地域包括支援センターの相談室を設けること。なお、来庁者、行

政窓口出張所職員及び地域包括支援センター職員等のトイレ・手洗いの利用は、

地域振興施設を利用する。 

 各執務室及び受付カウンターは、地域振興施設からの音響の影響を受けにくいよ
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うに配置を計画すること。 

 別紙 14「行政窓口出張所・地域包括支援センターの基本図」に示す配置イメージ

に従い計画すること。 

a. （床） 

 待合スペース、各バックルームを含め、全ての床は OA フロア H100 のうえ、タイ

ルカーペット厚 6.5（防汚性、防炎性、制電性、重歩行タイプ以上）貼りとするこ

と。なお、共用バックルームのミニキッチン廻りは塩ビシート貼りとすること。 

b. （内壁） 

 各執務室間等の遮音性能を確保するため、主要な間仕切り壁（執務室間、執務室

と各バックルーム間、相談室）は天井までの間仕切り壁（LGS下地、グラスウール

充填）とすること。なお、受付カウンター部及び外壁面を除き GB-R 厚 12（二重貼

り）とすること。 

 全ての室の内壁面は、ビニールクロス貼りとすること。 

c. （天井） 

 全ての室の天井は、LGS 下地、GB-R 厚９のうえロックウール吸音板厚９貼りとす

ること。 

d. （窓） 

 外気に面する壁面には、採光上及び換気上、有効な開口部（窓）を設ける。なお、

その開口部には縦型ブラインドを設置すること。 

e. （出入口） 

 地域振興施設内の共用通路と待合スペースの間には、自動ガラス扉及び軽量シャ

ッターを設け、防犯上の管理を行うこと。なお、平面計画により、外部から待合

スペースに出入りする場合は、自動ガラス扉は風除室の屋内側扉を指し、この場

合において、軽量シャッターは不要とする。 

 本自動ガラス扉の本体若しくは本扉の周囲には、施設名称を銘板等にて表示する。

また、最寄りの外部出入口周囲においても同様の銘板を設置すること。正式な施

設名称は、後ほど市で決定するため、銘板等の作成に当たっては、市に確認を行

うこと。 

 行政事務施設に係る扉（シャッター、自動扉を含む）の鍵仕様（シリンダー錠、サ

ムターン錠、空錠及びマスターキー）は、入居機関と事前に協議したうえで施設

の計画等に反映させること。 

f. （その他） 

 地域振興施設が閉館時にも独立して利用できるようなセキュリティ区画を設定す

ること。また、行政事務施設内においても、どちらか一方の施設が閉庁でも一方

が独立して開庁できるようなセキュリティ区画を設定すること。 

 行政窓口出張所及び地域包括支援センターの利用者動線となる「駐車場⇔地域振
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興施設の出入口⇔行政事務施設の出入口」又は「駐車場⇔行政事務施設の出入口」

の各出入口には案内標識を設け、安全かつ円滑な誘導を図ること。 

 電気設備に係る装備は以下のとおりとする。 

 行政事務施設には関係法令に適合する設備（火災報知設備、非常照明設備、

誘導灯設備等）を設けること。また、各執務室には、電話設備用配管及び行

政事務・手続き用通信設備配管を設けるとともに、各室には電灯コンセント

設備、放送設備を設けること。なお、待合スペースにはテレビ共同受信設備

を設けること。 

 使用電気量は行政機関毎に計測できるような子メーターを設けること。なお、

待合スペース及び共用バックルームについては、入居機関と事前に協議した

うえで施設の計画等に反映させること。 

 照明器具（埋込型、LED 灯、在室明るさ検知式）は適法適切に配置し、各執務

室及び相談室は 750 ルクス以上、待合スペースは 500 ルクス以上、各バック

ルームは 300ルクス以上の照度を確保すること。 

 各行政機関の電話は、地域振興施設とは独立したものとし、行政機関毎に直

契約、直引込みとすること。 

 空調・換気設備に係る装備は以下のとおりとする。 

 各室の空調設備は、空冷ヒートポンプ（高効率）パッケージエアコンとし、

各執務室及び待合いスペースは天井カセット形（４方向）、共用バックルーム

は天井カセット形（２方向）とするとともに、出張所バックルーム及び相談

室においても空調の対象室とすること。なお、各機器は、化粧パネル（自動

昇降式）、リモコン、防振パット付きとすること。 

 各執務室及び待合いスペース、各バックルーム、相談室には換気設備（天井

埋込型、全熱交換器、シロッコファン、バイパス制御システム）を設けるこ

と。なお、ミニキッチン用換気扇は、この限りでない。 

(イ) 行政窓口出張所 

 執務室の規模は、長辺約 7.5ｍ×短辺約 5.5ｍ程度、面積は 41～45 ㎡とし、天井

高さは 2.8ｍ以上とすること。 

 執務室と待合スペースの間には、受付カウンターを設け、その受付カウンター端

部にはスイング扉（W750 程度）を設けること。 

 受付カウンターは、造作カウンター（W4750×H750（670）×D900）とし、材質は本

体：両面メラミン化粧パーチクルボード、天板（２段）：タモ積層材（塗装品）、巾

木：ステンレス若しくはキックプレートとし、詳細については入居機関と事前に

協議したうえで施設の計画等に反映させること。 

 待合スペースの受付カウンター前にパイプシャッター（電動開閉式・天井から床

まで）を設けること。 

 コンセント設備は、床面に OA フロア用アップコンセント（２口）を８ケ所及び壁

面に２口コンセントを４ケ所設けること。なお、回路は８以上とすること。 



42 

 OA フロアには、コンセントのほか電話用取出し口を設けること。 

 執務室は、オンライン・セキュリティーシステム（機械警備）に対応できるよう

に配線用配管を施しておくこと。 

 行政事務・手続き用通信設備は、入居機関と事前に協議したうえで施設の計画等

に反映させること。 

(ウ) 地域包括支援センター 

 上記（イ）ⅰ及びⅱ並びにⅳからⅶまでと同様の内容で整備すること。 

 受付カウンターは、造作カウンター（W4750×H750×D900）とし、材質は本体：両

面メラミン化粧パーチクルボード、天板（１段）：タモ積層材（塗装品）、巾木：ス

テンレス若しくはキックプレートとし、詳細については入居機関と事前に協議し

たうえで施設の計画等に反映させること。 

(エ) 共用バックルーム 

 行政事務施設の共用バックルームの規模は、長辺約８ｍ×短辺約３ｍ程度、面積

は 24～27㎡とし、天井高さは 2.5ｍ以上とすること。 

 共用バックルーム内にはミニキッチン（W1500、IH ヒーター付き、電気温水器付

き、シングルレバー水栓仕様）を設けること。 

 コンセント設備は、壁面に２口コンセントを５ケ所設け、その内の１ケ所はミニ

キッチン接続用とすること。なお、回路はミニキッチンの専用回路のほか、２以

上とすること。 

(オ) 待合いスペース 

 待合いスペースの規模は、長辺約 11ｍ×短辺約３ｍ程度、面積は 33～37㎡とし、

天井高さは 2.8ｍ以上とすること。 

 コンセント設備は、壁面に２口コンセント５ケ所設け、その内の１ケ所は壁掛け

テレビ用とすること。なお、回路は２以上とすること。 

 壁面に壁付けテレビ用の接続端子を設けること。なお、テレビ本体は含まない。 

(カ) 出張所バックルーム 

 出張所バックルームの規模は、長辺約３ｍ×短辺約３ｍ程度、面積は 9～10 ㎡と

し、天井高さは 2.5ｍ以上とすること。 

 コンセント設備は、壁面に２口コンセント２ケ所設け、回路は１回路とすること。 

 出張所バックルームは、オンライン・セキュリティーシステム（機械警備）に対

応できるように配線用配管を施しておくこと。 

(キ) 相談室 

 相談室の規模は、長辺約３ｍ×短辺約２ｍ程度、面積は 6～7㎡とし、天井高さは

2.5ｍ以上とすること。 

 コンセント設備は、壁面に２口コンセント１ケ所設け、回路は待合スペースと共

用すること。 
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 多目的室 

 研修会や会議、展示会等、様々な用途で利用可能な多目的室（床面積 195 ㎡以上

200 ㎡未満）を設けること。また、開放スペースとして、地域及び市民の活動や会

合並びに各種教室等の開催に使用するとともに、飲食施設が利用者増により一時

的に混雑する場合は臨時の飲食スペースとして使用する。また、災害発生時には、

応急活動拠点の対策室として会議や避難場所（一時）として使用する。 

 利用予約等がない場合は、施設利用者の飲食スペースとしての活用ができるよう

に、飲食施設に面して設置すること。 

 多目的室は飲食施設に隣接して設け、その間の間仕切り壁は全面移動間仕切とす

る。なお、移動間仕切は、スムーズに可動可能なものとし、所定の遮音性を確保

し、人の出入り用の扉（鍵付き）を設け、収納時には室の利用を妨げないよう配

慮すること。 

 多目的室は、会議の用に供することから、移動式間仕切り壁の閉時は、飲食店舗

及び他の内部から視認できない構造とすること。 

 多目的室は会議を想定し、天井には映写用のロールスクリーン（埋込 BOX 型・電

動昇降仕様、150 インチ・白地サイズ W3200×H2000 以上）を設置すること。 

 災害時には応急活動要員等の連絡及び調整の場所として活用することから、災害

活動時に、多目的室及び多目的室までの移動経路について、電気（電灯・コンセ

ント）、空調、通信が活用できるよう非常用発電設備の系統に入れること。 

 研修会や会議、展示会等での利用を想定し、防音性能を確保するとともに、音響

設備を備えること。 

 天井までの高さは、３ｍ以上確保すること。 

 100 人が着席し、研修や会議を行えるように、必要な机と椅子を設置すること。な

お、常備する机・椅子等のリストは別紙 15「多目的室に配置するテーブル等リス

ト」による。 

 当室に必要な電源は、1500W（100V 15A）×５回路とする。 

 多目的室の短辺に沿って、10ｍ×２ｍ程度（面積は 20～22㎡）の多目的室（倉庫）

を設けること。 

 多目的室（倉庫）の一角に調理用の流し台（TOTO システムキッチンセット

KPS3000SAAHKBBLN・３口 IH ヒーターコンロ EAD29・電気オーブンレンジ EXR02・

レンジフード FSP1B・キッチンパネル KPADF・照明 LCA02 同等品以上）を設けると

ともに、隣接した位置に壁掛電気湯沸器（㈱日本イトミック EWS40CNN230BO 同等

品以上）を装備し、冷蔵庫置場を確保する。なお、流し台、壁掛電気湯沸器、冷蔵

庫は全開可能な折戸（鍵付き）で多目的室と区切ること。 

 流し台周囲の電源は、システムキッチン専用回路のほか、1500W（100V×15A）×２

回路とすること。 
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 防災施設 

(ア) 防災倉庫 

 20 ㎡以上の防災倉庫を設けること。なお、バックヤードに駐車した備品運搬用ト

ラックから直に搬入できる位置に計画すること。 

 扉は、外両開き（有効開口幅 1800以上）で、防湿・防虫対策が施されたものとす

ること。 

 防災倉庫には、電気設備と換気設備を設け、停電時対応として、非常用発電設備

の系統に入れること。また、換気扇は湿度センサー付き換気扇とすること。 

 備品収納用の棚（W 1500×H 2100×D 450以上・耐荷重 200kg／１段以上）を４基

設け、転倒防止用に壁面固定を施すこと。 

 防災倉庫には、防災トイレ本体のほか、災害時用非常物資を収納する。なお、非

常物資の調達・収納・更新等の管理は市が行う。 

 地域情報提供施設 

 地域振興施設建築施設内の視認しやすい位置及び施設利用者の動線を考慮した位

置に、地域情報提供施設を設けること。 

 地域情報提供施設の面積は、20㎡程度とする。 

 市及び播磨地域の観光情報を提供する施設として、ディスプレイ方法の工夫や DX

（デジタルトランスフォーメーション）等の活用により、効果的に最新の情報を

提供し、市及び播磨地域の魅力が十分に伝えられる施設とすること。 

 地域情報の提供に関する配布物が陳列できるよう、カウンターやパンフレット等

の陳列棚等を設置すること。 

 壁を使った地域情報の展示ができるようにピクチャーレールを設けること。 

 屋内こども遊び場 

 室内遊具で遊んだり、本を読んだりすることができる屋内こどもあそび場を設け、

その面積は 50～150 ㎡とすること。なお、施設形態や利用形態は、事業者が提案

する運営内容を踏まえたものとすること。 

 床は、脱靴仕様とし、こども（幼児を含む）が素足で安全に活動できるように高

いクッション性と床衝撃音が発生しない材質とするとともに、容易な清掃が可能

な衛生的なクッションマット敷きとすること。 

 屋内こども遊び場の出入口付近には、シューズラックを配置すること。 

 壁、柱、什器等の触れる可能性のある凸部については、安全性に十分配慮し、こ

どものケガ防止策を講じること。 

 壁面に面する箇所には、壁際の天井面にピクチャーレールを設けること。 

 トイレ 

(ア) トイレ、バリアフリートイレ、キッズトイレ 

 地域振興施設には、男性用トイレ、女性用トイレ、バリアフリートイレを設置す
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ること。なお、本トイレは施設利用者のほか、行政事務施設の職員の利用も対象

とする。 

 飲食施設や屋内こども遊び場から利用しやすく、行政事務施設の運営上における

セキュリティ区画を考慮し、配置を計画すること。 

 トイレ前での待合を想定し、トイレ前に人が滞留するスペースを確保すること。 

 出入口付近に防犯カメラを設置する等、安全に利用できる施設とすること。 

 トイレには空調設備を設けること。 

 別紙 13「基本衛生機器表（地域振興施設内トイレ）」に示す計画に従って整備する

こと。 

 器具数は表 3-6 のとおりとすること。 

 

表 3-6 地域振興施設に設置する便器数 

区分 器数 

男性用トイレ 大便器３組以上、小便器３組以上 

女性用トイレ 大便器５組以上 

バリアフリートイレ 1組以上 

キッズトイレ １組以上 

 

 トイレ（メンテナンススペースを含む全て）の内装は、以下のとおりとする。 

（床）  水平で段差がない乾式（水洗い清掃不可）とし、床材は防滑性長尺シー

ト（ロンシール工業㈱ロンレイド ASコンフォート同等品以上）の耐水工

法貼りとする。ただし、小便器下等の下部は、汚垂石（TOTO㈱ハイドロセ

ラフロア同等品以上）貼りとすること。 

（巾木） ステンレス製（SUS304）とすること。 

（壁）  強固な捨て貼り下地の上、メラミン不燃化粧板ｔ3（アイカ工業㈱セラー

ル同等品以上）貼りとすること。 

（天井） LGS 下地、GB-R厚９の上、ロックウール吸音板厚９貼りとすること。 

 トイレブースの大きさは表 3-7を標準とすること。 

 

表 3-7 トイレブースの大きさ 

区分 大きさ 

一般ブース 1400mm × 1300mm 

大型ブース 1400mm × 2200mm 

バリアフリートイレブース 2200mm × 2700mm（内寸） 

 

 男性用トイレ、女性用トイレのトイレブースは厚 30とし、固定パネルは「表面：

メラミン化粧板・芯材：MDF」、ステンレス巾木、扉は「表面」メラミン化粧板・芯

材：ペーパーハニカムコア」とし、扉部は指はさみ防止加工とすること。なお、キ
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ッズトイレのトイレブースは厚 20とし、保護者の目が行き届く機能・デザインと

すること。 

 トイレの土間スラブ下には地下ピット（H900 程度）を設け、土間スラブ下配管は

地下ピット内とすること。なお、地下ピットに通じる床下点検口（フロアハッチ）

は、防水・防臭、鍵付きとし、目地は SUS 目地の化粧蓋とすること。 

(イ) 授乳コーナー等 

 性別に関係なく利用できる位置に配置すること。 

 地域振興施設内のトイレに併設して整備すること。 

 個室として利用できる授乳室を 1室設置すること。 

 調乳のための給湯設備及び流し台を設けること。 

 おむつ替えスペースを整備すること。 

 個室授乳室は、アコーディオン扉（下端：FL＋250程度）により、安全やプライバ

シーに配慮した計画とすること。 

 自動販売機等によるおむつのばら売りを実施すること。 

 共用部 

 道路休憩施設・地域振興施設間の交流空間・滞留空間として屋外エントランスを

設けること。この屋外エントランスの上部には大庇（キャノピー）を設けるなど、

施設利用者の利便性を考慮するとともに、本道の駅の賑わいあふれる空間の演出

に寄与するものとすること。なお、形態等は事業者の提案によること。 

 各出入口には風除室を設けること。 

 主出入口から物販施設及び飲食施設のにぎわいが視認できるようにすること。 

 自動販売機コーナーを設置できるスペースを確保すること。なお、自動販売機を

設置する場合は、自主事業として行うこと。 

 

(2) 屋外施設 

 駐車場 

(ア) 施設利用者用駐車場（大型、小型、障がい者） 

 駐車区画の数及び大きさは、表 3-8のとおりとすること。 

 

表 3-8 地域振興施設駐車場に設置する駐車区画数及び大きさ 

区分 駐車区画数 大きさ 

小型車駐車区画 140台以上 2.7m× 5.4m 

大型車駐車区画 ８台以上 3.3m×13.0m 

障がい者用駐車区画 ３台以上 3.5m× 9.1m 
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 本道の駅は防災道の駅の選定を目指しており、災害が生じた際は、災害対応活動

場所として活用する場合があるため、災害対応活動に活用しやすい駐車場計画と

すること（屋外灯のポール及び屋外スピーカー等の柱及び案内・誘導サインの設

置位置に配慮し、2,500 ㎡以上の活動可能な空間を確保すること）。 

 施設利用者による車中泊は認めないが、事業者より提案があり市が承認した場合

は、車中泊専用の駐車区画を整備することができる。なお、車中泊専用の駐車区

画を整備する場合は、事業者提案施設として提案すること。 

(イ) 高速バス利用者用駐車場 

 高速バス利用者のための駐車スペースとして、小型車 13 台分以上の駐車区画を配

置し、整備すること。 

 高速バス利用者のための駐車スペースは、国道 372 号に整備予定のバス停留所を

利用しやすい位置に配置すること。 

 高速バス利用者のための駐車場については、高速バス利用者以外が駐車すること

が無いように、他の駐車区画と明確に区分すること。また、適切な路面標示や案

内板、サイン等により、施設利用者にわかりやすく案内すること。 

(ウ) 施設職員等駐車場 

 施設職員等のための駐車場として、事業者の提案する台数分の駐車区画を設置す

ること。なお、行政窓口出張所職員及び地域包括支援センター職員のための駐車

場として、12 台分を確保すること。 

 施設職員等駐車場は、屋外バックヤード出入口と接続すること。 

 施設職員等駐車場を整備するための面積が十分確保できない場合は、事業者が別

途調達すること。 

(エ) 自動二輪車用駐車場 

 地域振興施設内に自動二輪車専用駐車場（８台）を設けること。 

 屋根の規模は、間口 11ｍ以上・奥行 3.2ｍ以上とし、屋根仕様はアルミ樹脂複合

板（四国化成建材㈱ライズルーフⅡLタイプ・R2L-F32115L-SC・照明付き同等品以

上）とすること。 

 土間は、コンクリート舗装とすること。 

(オ) 電気自動車用充電施設 

 電気自動車の充電スペース（４台分）を確保すること。 

 夜間の充電作業に配慮し、照明設備を設けること。 

 電気自動車の充電スペースは、他の駐車区画と明確に区分し、サイン等により、

施設利用者にわかりやすく案内すること。 

(カ) 自転車駐輪場 

 地域振興施設内に自転車駐輪場（18台）を設けること。 

 屋根の規模は、間口 11ｍ以上・奥行 2.6ｍ以上とし、屋根仕様はアルミ樹脂複合
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板（四国化成建材㈱ライズルーフⅡLタイプ・R2L-F26115L-SC・照明付き同等品以

上）とすること。 

 土間は、周囲の舗装仕上げに合わせるが、周囲がアスファルト舗装の場合はコン

クリート舗装とし、その土間にはサイクルラック（四国化成建材㈱サイクルラッ

ク S6 型・CLRKS6 同等品以上）を設けること。 

 屋外附帯施設等 

(ア) 喫煙所 

 地域振興施設敷地内において、施設の出入口付近や人の動線から離れた位置に約

８㎡程度の喫煙所を設けること。（四国化成建材㈱ICI-C2435SC・照明付き同等品

以上） 

 土間は、周囲の仕上げに合わせること。 

(イ) 旗掲揚ポール 

 地域振興施設敷地内で人、車両等の通行及び土地利用に支障をきたさない位置か

つ、掲揚作業のため容易に寄りつける場所に旗ポール（３本）を設けること。 

 旗ポール（３本）は、ワイヤー内蔵・ハンドル型・８ｍ以上とし、同じ高さに設置

すること。（㈱サンポール FHH-8U同等品以上） 

 旗ポールが建つ土間は、周囲の仕上げに合わせる。 

(ウ) 屋外ベンチ 

 施設利用者の休息の場を目的に、屋外ベンチ（㈱コトブキ FL003A-CS-NA-GR 同等

品以上）を８基以上設けること。なお、設置場所は地域振興施設敷地内で、車両

や人の通行に支障をきたさない位置とするとともに、想定される車両事故及びそ

の影響範囲外とすること。 

 屋外こども遊び場 

(ア) 共通事項 

 屋外こども遊び場は、車両や人の通行に支障をきたさない位置とするとともに、

想定される車両事故及びその影響範囲外に設けること。また地域振興施設に近接

した位置に設けるとともに、地域振興施設の建物からの視認性についても配慮す

ること。 

 屋外こども遊び場の周囲をフェンス等で囲い、出入口を地域振興施設側に設けて

入退場を地域振興施設の施設職員が目視できるようにするなど、こどもが安全に

遊べるような施設とすること。なお、屋外こども遊び場にフェンスを設ける場合

は、管理用として、車路に通ずる扉を１箇所以上設けること。 

 屋外こども遊び場には、屋外大型遊具及びパーゴラ、手足洗い場、ベンチ等を設

けること。 
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(イ) 屋外大型遊具 

 屋外大型遊具として、複合遊具（㈱コトブキ CP-01935 同等品以上）及びインクル

ーシブな遊具（㈱コトブキ CP-02105V同等品以上）を設置すること。 

 屋外大型遊具の範囲内において、危険が予測される場所及び土間面の摩耗が予測

される場所は、衝撃の吸収や緩和を考慮したゴムチップマット敷き込みとし、ゴ

ムチップマットの周囲は芝生貼りとすること。 

(ウ) パーゴラ・ベンチ 

 遊具から安全距離を確保された位置にパーゴラ（四国化成建材 GPNN-4141SC 同等

品以上）を３基設けること。そのパーゴラの下には、テーブル（１基／１パーゴ

ラ・㈱コトブキ EX-16390WM 同等品以上）及びベンチ（２基／１パーゴラ・㈱コト

ブキ EX-13390WM 同等品以上）を設けること。 

(エ) 手足洗い場 

 遊具からの安全距離を確保し、かつ出入口付近に手足洗い場（ユニバーサル型・

㈱サカエ WAC-1050 同等品以上）を設けること。 

 フリースペース 

 イベントやフリーマーケット、朝市、休憩など、多目的に利用可能なフリースペ

ースを設けること。 

 フリースペースには、イベント時に使用できるように、屋外用の電源コンセント、

水栓等を整備すること。電源コンセント及び水栓は施錠できるものとすること。

また、屋外での多目的利用に配慮し、フリースペースの周縁部に手足洗い場（ユ

ニバーサル型・㈱サカエ WAC-1050同等品以上）を複数設けること。 

 多目的での利用を考慮し、フリースペースを複数区画に分けて使用できるように

すること。 

 イベント等の利用を行わない場合は、テーブルや椅子を配置するなどし、施設利

用者が自由に休憩できるようにすること。 

 キッチンカーの乗入れを想定する場合は、車両の乗り入れに対して安全で耐久性

のある舗装を採用すること。 

 防災施設 

(ア) 災害時用井戸 

 防災トイレの始端・水投入口付近に井戸を設けること。なお、井戸の位置は地域

振興施設敷地内とすること。 

 井戸は、打抜き井戸若しくはボーリング井戸とし、ストレーナー管の上部にはス

テンレス製手押しポンプ（おかもとポンプ㈱タンデム式手押しポンプ・オールス

テンレス製・安全対策カバー付き・ハンドルストッパー付き 同等品以上）を設

置すること。 

 災害用井戸ポンプの周辺機器（電源・水中ポンプ・立水栓及び接続配線・配管等）
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を含めた整備を行うこと。 

 

(3) 設備 

 電気設備 

(ア) 発電設備 

 発電設備の対象は、外部通信及び情報管理のための機器、全駐車場の屋外灯、災

害対応に必要な居室（道路休憩施設内の休憩施設及び 24 時間トイレ、地域振興施

設内の多目的室とエントランス出入口から多目的室に至る経路）の照明、非常用

コンセント、その他災害対応に必要な設備・系統の回路（以下「非常用電源回路」

という。）に電力を供給すること。 

 洪水時の浸水等により、非常用発電設備、非常用発電施設用燃料タンク、無停電

電源設備等による電力供給機能が損なわれないように十分に配慮すること。 

 非常用発電設備は、非常用電源回路下に設けられる設備が外部からの燃料供給な

く 72 時間以上連続して維持できる発電施設及び燃料タンク等を擁するものとす

ること。 

 発電機は、キュービクル型発電システム（ヤンマーAP・C同等品以上）とし、ラジ

エータ式屋外キュービクル型・超低騒音タイプ（75db レベル）とすること。 

 停電時に、自動的に非常用電源回路に切り替えられる機能を有する設備とするこ

と。 

 発電設備の周囲には、安全確保を考慮してフェンス（H 1800以上・朝日スチール

工業㈱、ユニフェンス同等品以上）及び点検用出入口（南京錠付き）を設けるこ

と。 

(イ) 電気自動車用急速充電設備 

 電気自動車の充電スペースには、電気自動車が４台同時充電できるよう急速充電

設備を設けること。 

 急速充電設備の整備は、経済産業省及び国土交通省が公表している「電動車のた

めの公共用充電施設におけるユニバーサルデザイン・バリアフリー対応に関する

ガイドライン（2024年 8月）」によること。 

 充電機器の出力は、90kW／200A（カタログ数値）以上とすること。なお、１基から

の出力はマルチタイプ（２出力）でも可能とする。 

 急速充電設備については多様な調達方法が考えられることから、市のメリットの

高い調達方法を提案すること。なお、急速充電設備の調達方法によっては、市の

使用許可を得る必要があることに留意すること。 

 調達方法に関わらず、事業者の責任により事業期間終了まで急速充電設備を使用

できる状態を維持すること。また、事業期間終了後においても、引き続き市が所

有できるものとすること。 



51 

(ウ) 情報通信設備 

 地域振興施設内において、施設職員の利用及び施設の管理・運営のために利用す

る有線 LAN 用の配管配線・情報コンセント（中継 HUB を含む）及び無線 LAN 機器

を設け、ネットワーク環境を構築すること。なお、安定して利用可能な外部通信

回線に接続すること。 

 行政窓口出張所及び地域包括支援センターには、市のネットワークに接続できる

独立したネットワーク環境を構築する予定であるため、光回線を接続するための

配管のみ実施すること。 

(エ) 構内交換設備 

 必要に応じ、外線及び内線は地域振興施設内の各室相互に送受信できるものとす

ること。 

 行政窓口出張所及び地域包括支援センターには、市が外線電話を設置する予定で

あることから、配線可能な経路を確保すること。 

(オ) 映像・音響設備 

 多目的室において、映像・音響設備を設けること。 

 各機能は、当該室より操作できるようにすること。 

 音響設備は、持ち込みの CDや DVD などの各種メディアが利用できるとともに、デ

ジタル音楽プレイヤーなどの無線接続にも配慮したものとすること。 

 残響やハウリング対策を行い、適切な視聴環境を構築すること。 

 ワイヤレスマイクが利用できるものとすること。 

(カ) テレビ共同受信設備 

 事業者事務室及び飲食施設、多目的室並びに行政事務施設（待合スペース）には、

テレビ共同受信設備の設置及び配管配線工事を適切に行うこと。 

 地上デジタル放送及び衛星放送の受信設備を設けること。 

 機械設備 

(ア) ガス設備 

 LPG によるガス供給を受ける提案を行う場合は、バルク貯槽式とすること。 

 バルク貯槽は災害対応型とし、災害時には炊き出しや小型発電機へのガス供給に

利用できるようにすること。なお、消費設備（ガスコンロや発電機等）は含まな

い。 

 ガスバルク貯槽の周囲には、安全確保を考慮してフェンス（H 1800以上・朝日ス

チール工業㈱、ユニフェンス同等品以上）及び点検用出入口（南京錠付き）を設

けること。 

(イ) 厨房機器設備 

 事業者の提案により、飲食施設に厨房設備を設置すること。 
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(ウ) 雨水利用設備 

 環境負荷低減の観点から、雨水利用設備を設置すること。雨水利用の範囲は、事

業者の提案とする。 

 故障時の雨水流入による浸水を防ぐため､流入遮断機能を設けること。 
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3.4. 造成に関する要求水準 

敷地の造成は、「（仮称）道の駅姫路」造成基本設計業務委託（以下「過年度基本設計業務」

という。）にて実施した造成基本設計の成果を参考に実施設計を進めること。 

 

(1) 土工 

 地盤及び本道の駅敷地隣接の既存構造物等の状況や施設の計画を踏まえて、造成

を行うこと。 

 本道の駅敷地は、想定最大規模降雨（L2）において、浸水想定区域であるため盛

土による対策を講じること。なお、過年度基本設計業務においては、別紙 16「土

量算定根拠図」のとおり、計画高を設定している。 

 別紙 17「擁壁計画図」に示す箇所の土留めは、Ｌ型擁壁を基本とするが、費用比

較を行い、構造決定すること。 

 現在の土質状況を踏まえ、地盤改良等を行うことにより、建物やＬ型擁壁等の構

造物の安定に必要な地耐力を確保すること。 

 盛土を行うにあたり、暗渠排水管（φ75㎜以上、砕石巻き立て）を適切に配置す

ること。また、法面を設置する場合は、法面勾配は 30 度以下とすること。 

 本道の駅敷地北側には県道神戸加古川姫路線から続く里道があり、当該里道から

本道の駅を利用する歩行者のため、適切な位置に出入口を設置すること。 

 盛土に伴い、別紙 18「排水路等改修図」に示す天川堤防下の既設横断管をグラウ

ト注入等により閉塞すること。 

 盛土材料のうち、他工事現場発生土約 8,800 ㎥の利用を見込んでいるが、土量に

ついては増減する場合がある。 

 事業実施に影響する既存電柱の移設等については、市において電柱設置者と協議

し移設する。事業者は、平面計画など協議に必要な資料を市に提供すること。 

 盛土後における天川河川堤防法面(事業予定地側)について、必要に応じ既存法面

の整形処理等を行うこと。 

 

(2) 付替河川 

 本道の駅敷地を流れる普通河川「豊国南川」は、別紙 19「豊国南川付替えルート

図」のルートに付替えること。また、計画流速を 0.8m/s 以上で計画すること。な

お、過年度基本設計業務において、河川断面を幅 800㎜、高さ 700 ㎜としている。 

 工事は、出水期の洪水流下に影響の無いよう、施工順、工程等を慎重に検討した

上で、河川管理者と協議の上、実施すること。 

 工事完了後、河川構造物及び管理用通路は、河川管理者へ引き継ぐものとする。 
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(3) 雨水排水設備、雨水貯留設備（調整池） 

 雨水を十分に処理する能力のある排水溝や暗渠を設けること。 

 姫路市開発事業における手続及び基準等に関する条例 運用基準に準拠して設計

すること。 

 総合治水条例に基づき適切な規模、構造の雨水貯留施設（調整池）を設けること。 

 調整池は、駐車場上部及び堀込部で構成するオンサイト貯留型と、地下式貯留型

の２箇所とし、自然調節方式を採用すること。なお、総合治水条例における開発

行為届を提出し、表 3-9並びに別紙 20-1「調整池図面」及び別紙 20-2「調整池平

面図」について重要調整池の適合審査は完了しており、事業計画に合わせて調整

池の容量を再設計し、その結果に基づき、開発行為変更届を提出すること。 

 オンサイト貯留型調整池は、上原田東川を流末とし、地下式貯留型調整池は、付

替え後の豊国南川を流末とすること。 

オンサイト貯留型調整池の堀込部（貯留部）は、コンクリートブロック積み等に

より、法面の安定を図ること。 

 

表 3-9 調整池の容量 

 オンサイト貯留型調整池 地下式貯留型調整池 

集水面積 0.45ha 2.25ha 

洪水調節容量 約 390㎥ 約 2,340㎥ 

 

(4) 排水設備 

 本道の駅敷地内の排水方式は、雨水・汚水分流式とし、原則として自然流下方式

（縦断勾配は 3‰）とする。また、姫路市開発事業における手続及び基準等に関す

る条例 運用基準に準拠して設計すること。 

 汚水排水の引込は、別紙 21「下水道管整備状況図」を参照すること。なお、既設

下水道管からの引込管は、工事完了後に下水道本管として施設管理者へ引き継ぐ

ものとする（下水道事業管理者と協議済み）。 

 汚水排水設備は、下水道法等関係法規に基づき適正に設置すること。 

 公共ますは、道路休憩施設及び地域振興施設ごとに整備する。 

 

(5) 給水設備 

 給水の引込は、別紙 22「給水管整備状況図」を参照すること。なお、既設給水管

からの引込管は工事完了後に水道本管として施設管理者へ引き継ぐものとする

（水道事業管理者と協議済み）。 

 既設給水管からの引込管はφ75 又は φ100 とし、端部に消火栓を設置すること。 

 給水設備は、道路休憩施設及び地域振興施設ごとに整備することとし、地域振興

施設は受水槽式を基本とする。なお、地域振興施設側の量水器は、引込管から受
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水槽までの間に設置すること。 

 地域振興施設への給水は、行政事務施設（行政窓口出張所、地域包括支援センタ

ー等）とその他の施設に分け、各々の使用量が確認できるようにすること。 

 給水設備は、給配水施設工事施行上の手引（姫路市上下水道局）等の関係法規に

基づき適正に設置すること。 

 

(6) 舗装 

 舗装は、道路休憩施設と地域振興施設の敷地全体で計画すること。 

 舗装設計は、路床土の設計 CBR を３％以上で計画すること。 

 舗装設計交通量において、小型車のみ走行する小型車駐車場は小型道路：S3交通、

大型車が乗り入れる車路及び大型車駐車場は、普通道路：N4交通とすること。 

 大型車が走行する箇所（大型車駐車場、出入口を結ぶ車路）は、塑性変形抵抗性

に優れた材料を選定すること。 

 敷地内の通路部分は、雨天時においても滑りにくい仕様とするとともに、車路と

識別できる仕様とすること。 

 視覚障がい者に配慮し、視覚障害者誘導用ブロック等を適切に設置すること。 

 

(7) 安全施設 

 事業者は、車両や歩行者等の安全確保のため、適宜、車止め・安全柵等を設置す

ること。特に、大型車駐車区画については、歩行者用通路が駐車区画に隣接して

いることを踏まえ、歩行者の安全確保に十分な対策を講じること。ただし、災害

が生じた際は、災害対応活動場所として活用する場合があるため、車止めやブロ

ック等は、島状に配置した駐車区画には設置しないこととする。 

 

(8) 境界標埋設 

 本道の駅敷地は県及び市の境界が複雑なため、地先境界ブロック等の構造物によ

り区域を明確にすること。ただし、構造物が連続する場合や構造物等による区分

が困難な場合は、この限りではない。 

 事業者は工事完了後、県有地及び市有地の境界が確認できるよう境界標を設置す

ること。 

 

(9) 道の駅敷地周辺の排水 

 別紙 18「排水路等改修図」に示すとおり既存水路等の改修を行うこと。 

 

(10) その他 

 電気・通信管路等の必要な配管を行うこと。 
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 本事業の造成により行き止まりとなる箇所については、一部あるいは全域につい

て、誤侵入した車両が転回できる場所を確保すること 

 

3.5. 市道に関する要求水準 

(1) 市道谷外 89号線拡幅 

 市道谷外 89号線は、別紙５「道の駅計画イメージ」に示すとおり２車線となるよ

う本道の駅敷地側に拡幅を行うこと。 

 改良内容は過年度基本設計業務の成果を設計条件とし、詳細設計を進めること。 

 市道谷外 89号線北側には、別紙 19「豊国南川付替えルート図」のルートに豊国南

川が付替えられることから、施設利用者を含む車両による河川への落下を防ぐた

め、車両用防護柵等を設置すること。 

 

(2) 市道谷外 74号線舗装修繕 

 屋外バックヤード出入口の設置位置にあわせて、当該出入口を含む前後５ｍ程度

の全幅舗装修繕を行うこと。なお、舗装構成は、表層ｔ＝5㎝（密粒度アスコン）、

上層路盤ｔ＝10 ㎝（粒調砕石）、下層路盤ｔ＝10㎝（切込砕石）とする。 
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4. 統括管理業務に関する要求水準 

4.1. 基本事項 

(1) 業務の対象範囲 

・事業全体の統括 

・地元調整 

・定例会議開催・運営 

・財務報告 

・セルフモニタリングの実施 

 

(2) 業務実施体制 

 基本契約締結後、速やかに統括管理業務責任者を１名選定し、市の承認を得てか

ら配置すること。統括管理業務責任者は、自らの責任において、適切な統括管理

業務体制を構築し、統括管理業務を円滑に進めること。なお、統括管理業務責任

者は、代表企業が直接雇用する常勤の自社社員（正社員）である者を選定するこ

と。 

 市が求める要求水準を満たすことを前提として、統括管理業務責任者は、設計業

務責任者、建設業務責任者又は運営業務責任者を兼務することができる。 

 設計・建設期間から維持管理・運営期間へ移行する段階において、代表企業を変

更する場合は、統括管理業務責任者も変更できる。変更する場合は、変更前及び

変更後の統括管理業務責任者等は、自らの責任において、適切に引継ぎを行うこ

と。 

 統括管理業務責任者を変更する場合は、変更する２か月前までに市に変更届を提

出して承認を得ること。 

 統括管理業務責任者が事故又は病気等により長期間欠ける場合にあっては、当該

責任者と同等の能力を有する者であると市が認める責任者を速やかに配置するこ

と。 

 

(3) 業務計画書の提出 

 統括業務責任者は、表 4-1に示す業務計画書を作成し、市に提出して承認を得る

こと。なお、業務計画書の記載内容は、表 4-1に示す内容を基本とするが、詳細

は市と協議の上、決定する。 
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表 4-1 業務計画書の概要 

業務計画書名 対象期間 内容 提出時期等 

統括管理業務

計画書【長期】 

事業期間終

了まで 

・業務の実施方針 

・業務の内容及び実施方法 

・業務の実施体制 

・その他、業務計画上で必要な事項 

統括管理業務責

任者配置日から

１か月以内に市

へ提出し、承認を

得る 

統括管理業務

計画書【年度】 

１年間 ・業務実施スケジュールと内容 

・前年度との変更点 

・その他、業務計画（年度）上で必要な

事項 

当該年度の統括

管理業務開始日

の１か月前まで

に市へ提出し、承

認を得る 

 

(4) 業務報告書等の提出 

 統括管理業務責任者は、表 4-2に示す業務報告書等を作成し、市に提出して承認

を得ること。なお、業務報告書等の記載内容は、表 4-2に示す内容を基本とする

が、詳細は市と協議の上、決定する。 

 

表 4-2 業務報告書の概要 

業務計画書名 内容 提出時期等 

統括管理業務

報告書【月次】 

・業務の実施記録 

・打合せ記録・協議記録等 

・その他、業務報告（月次）上必要な事項 

当該月の翌月 10

日までに市へ提

出し、承認を得る 

統括管理業務

報告書【年度】 

・当該年度の業務の実施報告 

・当該年度の業務の評価及び改善案等 

・その他、業務報告（年度）上で必要な事項 

当該年度の統括

管理業務終了日

の翌月 20 日まで

に市へ提出し、承

認を得る 

財務状況が確

認できる書類 

・半期及び通期の本事業に関する財務状況が確認でき

る書類 

半期については、

作成後速やかに、

通期については、

当該年度終了日

より２か月以内

に、市へ提出する 
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4.2. 統括管理業務 

(1) 事業全体の統括 

 統括管理業務責任者は、事業者が実施する全ての業務を円滑に進めるため、着任

日から事業終了日まで、本事業全体を統括し、マネジメントすること。 

 統括管理業務責任者は、各業務実施の実施状況を把握するとともに、問題点や課

題点等を把握し、対策を講じること。 

 統括管理業務責任者は、構成企業間の調整を行うとともに、市の窓口として市と

事業者間の調整を行うこと。 

 

(2) 地元調整 

 事業を円滑に推進するため、周辺地域住民や地元関係団体等に対して説明を行う

こと。 

 定期的に周辺地域住民や地元関係団体等と意見交換や協議等を行い、周辺地域に

配慮しながら業務を進めること。 

 市からの要請があった場合、市と協議した上で必要な資料を作成し、説明会等に

出席すること。 

 各業務を担当する構成企業は、代表企業とともに、本事業を円滑に進めるための

地元調整に関わる必要な対応を実施すること。 

 

(3) 定例会議開催・運営 

 市と事業者は、月１回以上、定例会議を行い、本事業全般に係る実施状況等の報

告及び意見交換を行う。統括管理業務責任者は、定例会議の開催日程調整、開催

及び運営を行うこと。なお、定例会議の出席者は、市、統括管理業務責任者及び

各業務責任者とする。 

 各業務の実施状況の報告及び意見交換等を行う定期的な個別業務会議の開催につ

いては、要求水準に定める場合を除き、事業者の提案によるものとする。ただし、

事業者からの提案がない場合において、事業を円滑に進めるために市が必要と判

断した場合には、個別業務会議の開催を求める場合がある。 

 

(4) 財務報告 

 統括管理業務責任者は、本事業の財務状況を把握し、半期及び通期の本事業に関

する財務状況が確認できる書類（貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計

算書又はこれらに類する書類）を作成する。半期の本事業に関する財務状況が確

認できる書類は、作成後速やかに市へ提出し、報告すること。通期の本事業に関

する財務状況が確認できる書類は、当該年度終了後、２か月以内に市へ提出し、
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報告すること。 

 上記によらず、市が要求した場合は、支出及び収入の明細を含む財務関係資料等

を、速やかに市へ提出すること。 

 

(5) セルフモニタリングの実施 

 市は、設計、建設、維持管理、運営業務の必要な段階において、業績の監視（以下

「モニタリング」という。）を行うものとし、要求水準を満足していることを確認

する。モニタリングは、事業者が自ら要求水準の達成状況を確認（以下「セルフ

モニタリング」という。）し、その状況を記した要求水準確認報告書及び各業務の

実施状況を記した業務報告書により行う。モニタリングの結果により、市は改善

要求措置等を行うことがある。市が行うモニタリングの具体的な時期・方法並び

に改善要求措置等の詳細は、｢モニタリング計画｣による｡ 

 

 

     図 4-1 モニタリング及びセルフモニタリングの実施イメージ 

 

 事業者が実施するセルフモニタリングは、以下のとおりである。統括管理業務責

任者は、自ら統括管理業務のセルフモニタリングを実施するとともに、設計業務、

建設業務及び維持管理運営業務のセルフモニタリングを適切に実施させ、当該結

果を市へ報告すること。 

a.要求水準確認計画書 

セルフモニタリングの実施にあたり、要求水準確認計画書を市と協議の上で作

成し、市に提出し、各業務着手前に（統括管理業務においては、着手後速やかに）

承認を受けること。要求水準確認計画書には、要求水準達成状況の確認の方法、

セルフモニタリングの実施時期（維持管理業務及び運営業務は毎月末）、要求水準

達成状況の確認をする者等を示すこと。 

b.要求水準確認報告書 

要求水準確認計画書に記載された個別の確認項目が適切に実施されているかに

ついてセルフモニタリングを実施し、その結果を要求水準確認報告書として取り

姫路市

統括管理業務責任者

各業務責任者

事業者

要求水準確認
報告書提出

要求水準確認
報告書提出

モニタリング結果
（改善要求等）

モニタリング結果
（改善要求等）

モニタリングの実施

セルフモニタリングの実施

要求水準確認
計画書提出

要求水準確認
計画書提出

確認結果
（承認）

確認結果
（承認）
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まとめ、市に提出し、確認を受けること。なお、維持管理業務及び運営業務は、

作成した要求水準確認報告書は各業務報告書【月次】と合わせて提出すること。 

 統括管理業務責任者は、セルフモニタリングの結果を踏まえ、本事業の実施状況

（要求水準の達成状況や提案した実施事項・目標等の達成状況）の評価を行い、

市へ報告すること。目標、指標及び評価方法は、市と統括管理業務責任者が協議

の上、決定するものとする。また、セルフモニタリングの結果、問題・課題が確認

された場合は、統括管理業務責任者は各業務の責任者とともに改善策等を検討し、

市へ提案し、市の承認を得た上で実行すること。 
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5. 設計業務に関する要求水準 

5.1. 基本事項 

 各種検討事項について、市と十分に協議を行い、確認を得ながら設計業務を実施

すること。市は、検討内容について、いつでも確認することができるものとする。 

 設計を行う際に根拠図書等がある場合は、その出典元、該当ページの写しを整理

すること。 

 基本設計の着手時及び終了時、実施設計の途中段階及び終了時にコスト管理表を

作成し、整備にかかるコストの適切な管理を行うこと。コスト管理表は、市に提

出すること。 

 市は、造成実施設計及び市道谷外 89号線道路詳細設計、建築実施設計の完了後に

単価合意を行う予定である。このため、工事費内訳書、内訳明細書等の作成にあ

たっては、市が指定及び指示する積算基準及び内訳項目に従い、作成を行うこと。

また、これらの積算及び内訳書の作成を行うための数量等が計算できる設計図を

作成すること。なお、算定にあたっては、事前に市と十分な協議を行い、市の意

図を十分に理解したうえで作業を行うこと。 

 

(1) 設計業務期間中の協議 

 本事業の設計業務について、市との協議を行うための設計協議会を定期的に開催

し、進捗及び課題の共有、各種検討事項の決定事項の確認等を行い、段階的に業

務を進めること。 

 設計協議会には必要に応じ維持管理業務及び運営業務の担当者を同席させ、効率

的かつ効果的に維持管理業務及び運営業務が実施できる施設整備を目指すこと。 

 

(2) 関係機関との協議 

 法令等に関する協議、上下水道、電気、通信等インフラとの接続に関する協議、

重要調整池に係る県との協議、付替え河川に係る市河川部との協議、市道谷外 89

号線拡幅に係る市道路管理部との協議等については、適宜協議及び調整等を行い、

設計内容を決定すること。なお、協議にあたり、本市は必要な支援を行う。 

 協議を通して設計図書等の一部に変更が生じた場合は、事業者の負担で修正・反

映等を行うこと。 

 

(3) セルフモニタリングの実施 

 設計業務責任者は、各設計業務の着手時、完了時及び設計方針等の確定時にセル

フモニタリングを実施し、その結果を統括管理責任者及び市へ報告すること。な

お、セルフモニタリングの実施方法は、「4.2(5)セルフモニタリングの実施」によ

るものとする。 
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(4) 設計区分 

表 5-1 設計区分一覧表 

施設区分 施設構成 

設計区分 

造成実

施設計 

市道谷

外 89

号線道

路詳細

設計 

建築基

本設計 

建築実

施設計 

道の駅 道路 

休憩 

施設 

建築 

施設 

24時間トイレ 

－ － ○ ○ 
休憩施設 

道路情報提供施設 

管理用倉庫 

屋外 

施設 

駐車場・屋外附帯施設等 
○ － ○※ ○※ 

防災施設（防災トイレ） 

造成 造成 ○ － － － 

地域 

振興 

施設 

建築 

施設 

物販施設 

－ － ○ ○ 

飲食施設 

バックルーム 

行政事務施設 

多目的室 

防災施設（防災倉庫） 

地域情報提供施設 

屋内こども遊び場 

トイレ 

共用部 

屋外 

施設 

駐車場 

○ － ○※ ○※ 

屋外附帯施設等 

屋外こども遊び場 

フリースペース 

防災施設（災害時用井戸） 

造成 造成 ○ － － － 

市道谷外 89号線 車道拡幅 － ○ － － 

普通河川豊国南川 河川付替 ○ － － － 

周辺排水 水路等改修 ○ － － － 

 ※駐車場部分を除く。 
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5.2. 設計関連書類の作成・提出 

(1) 設計業務計画書の作成・提出 

 設計着手前に造成実施設計、道路詳細設計、建築基本設計及び建築実施設計の実

施にかかる設計業務全体を含めた設計業務計画書を作成し、市に提出して承認を

得ること。 

 

(2) 設計図等の作成・提出 

 造成実施設計及び道路詳細設計においては、兵庫県設計業務等共通仕様書に従い、

設計図及び成果品を作成し提出すること。また、建築基本設計、建築実施設計に

おいては、建築士事務所の開設者がその業務に関して請求することのできる報酬

の基準（令和６年国土交通省告示第８号）に示す「戸建木造住宅以外の建築物に

係る成果図書」に従い、設計図及び成果品を作成し、提出すること。なお、提出部

数及び体裁等については、別途、市より指示する。 

 提出図書のすべての文書について、電子データ（CADデータも含む）も提出するこ

と。電子データは、設計ごとに従うべき電子納品要領等に従うものとする。 

 設計図及び成果品は、設計ごとに区分するほか、道路休憩施設分、地域振興施設

分、市道分等に分けて作成し提出すること。詳細は、市の指示によるものとする。 

 

5.3. 実施体制 

 設計業務委託契約締結後、設計業務全体の窓口となり、進捗及びセルフモニタリ

ングの実施を管理する設計業務責任者を１名選定し、市の承認を得てから配置す

ること。 

 

5.4. 各種調査 

 別紙１「現況平面図」及び別紙４「地質調査報告書（抜粋）」を確認した上で、本

事業に係る工事の設計、並びに本事業の実施に関して必要と判断する調査を実施

すること。 

 日影や振動など、本道の駅の整備により想定される周辺家屋等への影響について

調査すること。 

 

5.5. 造成実施設計及び市道谷外 89号線道路詳細設計 

 市が提供する造成基本設計及び道路予備設計の成果を参考に、これまでの関係機

関協議の結果を踏まえて、以下の造成実施設計及び市道谷外 89号線道路詳細設計

を実施すること。 

 整地実施設計 
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 駐車場実施設計 

 調整池実施設計 

 擁壁等構造物実施設計 

 雨水排水実施設計 

 上水道実施設計 

 下水道実施設計 

 普通河川付替実施設計 

 附帯施設実施設計（屋外こども遊び場、フリースペース、サイン、案内板、

囲障等） 

 市道谷外 89号線道路詳細設計 

 

5.6. 建築基本設計 

 要求水準書及び事業者が市へ提出する提案書（以下「提案書」という。）の内容を

踏まえ、建築基本設計を行うこと。 

 基本設計から実施設計への移行に際し、各分野の業務が支障なく進められるよう

主要な技術的検討を十分に行うこと。 

 

5.7. 建築実施設計 

 建築基本設計の設計図書の内容を踏まえ、建築実施設計を実施すること。建築実

施設計業務には、工事の際の意図伝達を含むものとする。 

 建築実施設計は、別紙 23「姫路市公共建築物設計業務委託共通仕様書」に基づき

行うこと。市は、事業者において作成した積算資料に基づき単価合意の協議を行

うものとする。 

 

5.8. 各種申請等 

(1) 国庫補助金申請支援 

 市及び県は、国庫補助金及び交付金について、国へ交付申請する予定である。事

業者は、申請を行う上で必要となる図書や資料の作成等を行い、県及び市の申請

手続に協力すること。 

 

(2) 会計検査対応 

 事業者は、市とともに国庫補助金及び交付金に係る会計検査を受検するとともに、

必要な資料を作成すること。 

 

(3) 各種申請等 

 計画通知等の各種許認可の手続を事業スケジュールに支障が無いよう実施するこ
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と。 

 市が行う「道の駅」登録申請に必要となる設計図及び資料等を必要に応じて提供

すること。 

 必要に応じて各種許認可等の書類の写しを市に提出すること。 

 

5.9. 設計変更 

市は、必要があると認める場合、事業者に対して、工期の変更を伴わず、かつ、事業者の提

案を逸脱しない範囲内で、本道の駅の設計変更を要求することができる。その場合、当該変更

により事業者に追加的な費用が発生したときは、サービスの対価を増額するものとする。一方、

本事業の費用に減少が生じたときには、サービスの対価を減額するものとする。 
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6. 建設業務に関する要求水準 

6.1. 基本事項 

 工事施工においては、市に対し、以下の事項に留意すること。 

 市において、宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく宅地造成等工事規制区

域の運用が令和７年４月１日から開始されたことから、今後、許可申請にか

かる協議を実施する予定であることに配慮すること。 

 建設工事期間中、近隣住民等に対して、以下の事項に留意して工事を実施するこ

と。 

 工事中における近隣住民への安全対策については万全を期すこと。 

 工事や工程の工夫等により、工期の順守と短縮を図ると共に、近隣住民への

周知を徹底して作業時間に関する了解を得ること。 

 本道の駅の建設に伴うテレビ電波障害が近隣に発生した場合は、本工事期間中に

テレビ電波障害対策を行うこと。 

 工事により、周辺地域に水枯れなどの被害が発生しないよう留意するとともに、

万一発生した場合には、事業者の責任において対応を行うこと。 

 日曜日、祝日及び年末年始の工事は、原則として行わないこと。また、道路の交

通規制を伴う工事の施工時間は、原則として午前９時から午後５時までの間とす

ること。これ以外の工事については、あらかじめ工事のお知らせを掲示するなど

近隣に周知の上で行うこと。 

 建設工事期間中に、市が現場視察等における立会を要請した場合は、市に協力す

ること。また、事業者に直接見学要請があった場合は、本市に報告すること。 

 工事途中段階、工事完了時等にコスト管理表を作成し、建設コストの適切な管理

を行うこと。コスト管理表は、市に提出すること。 

 

(1) 関係機関との協議 

 事業者は、市が実施する関係機関（県、警察、河川管理者、道路管理者等）との協

議において、必要に応じて資料等の準備を行うこと。 

 協議を通して設計図書等の一部に変更が生じた場合は、事業者の負担で修正・反

映等を行うこと。 

 

(2) セルフモニタリングの実施 

 建設業務責任者は、建設業務のセルフモニタリングを実施し、その結果を統括管

理責任者及び市へ報告すること。なお、セルフモニタリングの実施方法は、「4.2(5)

セルフモニタリングの実施」によるものとする。 
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(3) 工事関連書類の作成・提出 

 別紙 24「姫路市工事関係提出書類一覧」に示す姫路市工事関係提出書類及び兵庫

県土木請負工事必携、公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、

機械設備工事編）その他関連基準等に基づき、必要な書類を提出すること。 

 造成工事、市道谷外 89号線拡幅工事、市道谷外 74号線舗装修繕工事においては、

姫路市土木工事共通仕様書及び兵庫県土木工事共通仕様書に従い、工事完成図及

び工事完成図書を作成し提出すること。また、建築工事においては、公共建築工

事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）に従い、完成図等

を作成し提出すること。なお、提出部数及び体裁等については、別途、市より指

示する。 

 提出図書のすべての文書について、電子データ（CADデータも含む）も提出するこ

と。電子データは、工事ごとに従うべき電子納品要領等に従うものとする。 

 各種文書について、事業期間終了時まで管理すること。 

 

(4) 実施体制 

 建設工事請負契約締結後、建設業務全体を管理する建設業務責任者を１名選定し、

市の承認を得てから配置すること。 

 

6.2. 建設工事 

(1) 造成工事、市道拡幅工事及び舗装修繕工事 

 各種関連法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、設計図書及び施工計画

書に従って以下の造成工事、市道谷外 89 号線拡幅工事及び市道谷外 74 号線舗装

修繕工事を実施すること。 

 盛土造成工事 

 駐車場工事 

 調整池工事 

 擁壁工事 

 雨水排水工事 

 上水道工事 

 下水道工事 

 普通河川付替工事 

 附帯施設設置工事（屋外こども遊び場、フリースペース、サイン、案内板、囲

障等） 

 市道谷外 89号線拡幅工事 

 市道谷外 74号線舗装修繕工事 
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(2) 建築工事 

 各種関連法令及び工事の安全等に関する指針等を遵守し、設計図書及び施工計画

書に従って道路休憩施設及び地域振興施設の建築工事を実施すること。 

 

(3) 申請及び手続き等 

 計画通知等法令に基づく各種許認可の手続を事業スケジュールに支障が無いよう

実施すること。 

 重要調整池に係る以下の申請支援を行うこと。 

 工事着手時：重要調整池設置工事の着手届 

 工事完了時：重要調整池設置完了届 

 完了検査後（適合審査合格後）：重要調整池台帳 

 宅地造成及び特定盛土等規制法に係る申請支援を行うこと。 

 必要に応じて、各種許認可等の書類の写しを市に提出すること。 

 

6.3. 什器・備品等調達設置 

 各室の要求水準を満足するために必要な什器・備品等（什器、備品、機器等。消耗

品も含む）を全て導入し、設置すること。 

 物販施設、飲食施設、バックルームの什器・備品等は事業者の負担で調達し、設

置すること。それ以外の各室の什器・備品等は、市の負担（サービス対価に含む）

にて導入するものとする。 

 市が導入する什器・備品等については、製品仕様等を事前に市に確認し、承認を

得ること。 

 市が導入する什器・備品等は、買取（購入）方式で調達することを原則とし、リー

ス・レンタルによる調達は不可とする。また、これらの什器・備品等は市の所有

物とする。なお、これ以外の什器・備品については、事業者の負担で導入・設置す

る什器・備品として取り扱うものとし、調達方式を限定するものではない。 

 市が導入する什器・備品等については、可能な限り事業期間終了まで利用できる

耐久性のあるものとすること。 

 市が導入する什器・備品等のうち姫路市物品取扱規則に定める備品にあっては、

同規則に定める備品台帳を作成し、それ以外の什器・備品等及び事業者の負担で

設置する什器・備品等については、任意様式の什器・備品台帳を作成し、市へ提

出すること。 

 収益施設に係る什器・備品・厨房機器の類で、事業者の費用負担で調達したもの

は、事業期間終了時に全て本道の駅から撤去すること。 

 

6.4. 検査 

検査は、以下に示す規定に従い実施する。また、事業者は、市による完成確認後に、完成図



70 

書のほか、提出が必要な書類を市に提出すること。なお、中間検査、完了検査など、土木請負

工事必携に基づいて必要な検査は別途行う。 

 

(1) 年度検査 

 本事業は施設整備期間中において年度払いを予定している。事業者は市の行う年

度検査を受けること。 

 

(2) 中間検査 

 工事途中に事業者の責任及び費用において、中間検査を行うこと。 

 中間検査の実施内容及び日程について、実施日の７日前までに市に書面で通知す

ること。 

 市は事業者の中間検査が完了した後、当該検査に対する市の中間確認を行う。な

お、市の中間確認は市の年度検査を兼ねることができる。 

 

(3) 完成検査 

 事業者による自主完成検査 

 事業者の責任及び費用において、自主完成検査及び設備機器、器具、什器・備品

等の試運転等を実施すること。 

 自主完成検査及び設備機器、器具、什器・備品等の試運転の実施については、そ

れらの実施日の７日前までに市に書面で通知すること。 

 市に対して、自主完成検査及び設備機器、器具、什器・備品等の試運転の結果を、

建築基準法第７条第５項に定める検査済証その他の検査結果に関する書類の写し

を添えて報告すること。 

 

 市の完了検査 

 市は、事業者による上記の自主完成検査及び設備機器、器具、什器・備品等の試

運転の終了後、当該施設及び設備機器、器具、什器・備品等について、以下の方法

により完了検査を実施する。 

 市は、事業者の立会の下で、完了検査を実施するものとする。なお、建築工

事においては、工事監理者（市が別途発注する工事監理業務委託の受注者）

も立会するものとする。 

 市の完了検査は、設計図書との照合により実施するものとする。 

 設備機器、器具、什器・備品等の取扱いに関する市への説明を、前項の試運

転とは別に実施すること。なお、各施設、什器・備品等の使用方法について

操作・運用マニュアルを作成し、市に提出し、その説明を行うこと。 

 市の完了検査の結果、是正・改善を求められた場合、速やかにその内容につ
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いて是正し、再検査を受けること。なお、再検査の手続きは完了検査の手続

きと同様とする。 

 市による完了検査後、是正・改善事項がない場合には、市から完了検査の通知を

受けるものとする。 

 市から完了検査の通知を受領した後、施設の所有権を本市に移転する手続を行い、

本市に施設を引き渡すこと。 
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7. 維持管理運営業務に関する要求水準 

7.1. 基本事項 

(1) 業務の対象範囲 

本書、基本契約書、指定管理者基本協定書及び提案書に基づき、施設利用者に適切なサー

ビスを提供すると共に、『播磨の実力（みりょく）にあふれ、世代・地域を越えた交流を生み

出す道の駅』が達成されるような維持管理・運営を行うこと。なお、本事業における維持管

理運営業務は地域振興施設（行政事務施設を除く。）を対象としており、道路休憩施設は対象

外（本事業と別で実施）とする。 

 

(2) 業務実施体制 

 開業準備業務を実施するにあたり、開業準備業務責任者を１名配置すること。開

業準備業務責任者は、自らの責任において、適切な開業準備業務体制を構築し、

開業準備業務を円滑に進めること。開業準備業務責任者は、開業準備業務を適切

に実施することができることを前提として、維持管理業務責任者又は運営業務責

任者を兼務することができる。 

 維持管理業務を実施するにあたり、維持管理業務責任者を１名配置すること。維

持管理業務責任者は、自らの責任において、適切な維持管理業務体制を構築し、

維持管理業務を円滑に進める。なお、維持管理業務責任者は、維持管理業務を担

う構成企業が直接雇用する正社員から、維持管理業務の内容に精通した者を選任

すること。維持管理業務責任者は、維持管理業務を適切に実施することができる

ことを前提として、開業準備業務責任者又は運営業務責任者を兼務することがで

きる。 

 運営業務を実施するにあたり、運営業務責任者を１名配置すること。運営業務責

任者は、自らの責任において、適切な運営業務体制を構築し、運営業務を円滑に

進める。なお、運営業務責任者は、運営業務を担う構成企業が直接雇用する正社

員から、運営業務の内容に精通した者を選任すること。運営業務責任者は、運営

業務を適切に実施することができることを前提として、開業準備業務責任者又は

維持管理業務責任者を兼務することができる。 

 市は、道の駅の登録に際し、運営業務責任者を本道の駅の「駅長」として申請す

る。「駅長」は、本道の駅の開館中は本道の駅に常駐すること。「駅長」が不在の場

合は、あらかじめ「駅長」の代理として定めた人員を配置し、「駅長」の職務を代

行すること。 

 開業準備業務責任者、維持管理業務責任者及び運営業務責任者は、統括管理業務

責任者と協力し、円滑かつ適切に業務を実施すること。 

 統括管理業務及び運営業務を適切に実施することができることを前提として、統
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括管理業務責任者と運営業務責任者を兼務することができる。 

 各業務責任者は、当該業務開始の３か月前までに選任し、市の承認を得ること。

業務責任者を変更する場合は、変更する２か月前までに変更届を市に提出して承

認を得ること。 

 緊急時や非常時、本業務に関する苦情に対し、市から要請を受けた場合は、当該

事項に関わる業務責任者及び施設職員は、閉館時間であっても対応すること。 

 

(3) 施設職員の要件等 

維持管理運営業務を遂行する施設職員には、業務遂行能力及び必要な資格を有する者をあ

てるとともに、業務に適した服装及び名札を着用させること。 

 

(4) 業務計画書等の提出 

表 7-1に示す業務計画書を作成し、市に提出して承認を得ること。業務計画書の記載内容

は、表 7-1に示す内容を基本とするが、詳細は市と協議の上、決定する。なお、業務計画書

の内容を変更した場合は、変更した業務計画書を市へ提出して承認を得ること。 

 

表 7-1 業務計画書の概要 

業務計画書名 対象期間 内容 提出時期等 

開業準備計画

書 

事業者が提

案する業務

着手日から

開業日まで 

・業務の実施方針 

・業務の内容及び実施方法 

・業務の実施体制 

・その他、開業準備業務計画上で必要な

事項 

開業準備業務開

始日の３か月前

までに市へ提出

し、承認を得る 

維持管理業務

計画書【長期】 

開業日から

事業終了ま

で 

・業務の実施方針 

・業務の内容及び実施方法 

・業務の実施体制 

・緊急時（事故・災害等）対応計画 

・その他、維持管理業務計画上で必要な

事項 

維持管理業務開

始日の３か月前

までに市へ提出

し、承認を得る 

長期修繕計画 開業日から

事業終了ま

で 

・事業期間における長期修繕計画 維持管理業務開

始日の３か月前

までに市へ提出

し、承認を得る 
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業務計画書名 対象期間 内容 提出時期等 

維持管理業務

計画書【年度】 

１年間 ・業務実施スケジュールと内容 

・前年度との変更点 

・その他、維持管理業務計画（年度）上

で必要な事項 

当該年度の維持

管理業務開始日

の１か月前まで

に市へ提出し、承

認を得る 

運営業務計画

書【長期】 

開業日から

事業終了ま

で 

・業務の実施方針 

・業務の内容及び実施方法 

・業務の実施体制 

・緊急時（事故・災害等）対応計画 

・警備の体制及び方法（警備計画） 

・その他、運営業務計画上で必要な事項 

運営業務開始日

の３か月前まで

に市へ提出し、承

認を得る 

運営業務計画

書【年度】 

１年間 ・業務実施スケジュールと内容 

・前年度との変更点 

・その他、運営業務計画（年度）上で必

要な事項 

当該年度の運営

業務開始日の１

か月前までに市

へ提出し、承認を

得る 

運営業務計画

書【臨時イベ

ント】 

－ ・運営業務計画書【年度計画】に掲載し

ていない臨時イベントの実施スケジ

ュールと内容 

当該イベント開

催日の１か月前

までに市へ提出

し、承認を得る 

 

(5) 業務報告書の提出 

表 7-2に示す業務報告書を作成し、市に提出して承認を得ること。業務報告書の記載内容

は、表 7-2に示す内容を基本とするが、詳細は市と協議の上、決定する。なお、施設利用者

の安全性を損なう、又はその恐れのある事象による連絡・苦情等がある場合は、当該連絡・

苦情等を受けた当日中に速やかに市へ報告すること。 

 

表 7-2 業務報告書の概要 

業務計画書名 内容 提出時期等 

開業準備報告

書 

・開業準備業務の実施記録 

・打合せ記録・協議記録等 

・その他、開業準備業務報告上必要な事項 

開業準備業務終

了後１か月以内

に市へ提出し、承

認を得る 
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業務計画書名 内容 提出時期等 

維持管理業務

報告書【月次】 

・維持管理業務の実施記録 

・維持管理業務で実施した建築物や建築設備等の点

検・保守・修繕・更新等の実施記録 

・打合せ記録・協議記録等 

・苦情及びその対応策 

・環境負荷低減の取組 

・その他、維持管理業務報告（月次）上必要な事項 

当該月の翌月 10

日までに市へ提

出し、承認を得る 

維持管理業務

報告書【年度】 

・当該年度の維持管理業務の実施報告 

・当該年度の維持管理業務の評価及び改善案等 

・その他、維持管理業務報告（年度）上で必要な事項 

当該年度の維持

管理業務終了日

の翌月 20 日まで

に市へ提出し、承

認を得る 

運営業務報告

書【月次】 

・運営業務の実施記録 

・打合せ記録・協議記録等 

・苦情及びその対応策 

・利用者数、レジ通過者数、売上等（地域振興施設全

体、店舗毎に整理すること） 

・施設利用者へのニーズ調査結果 

・自主事業の実施記録、利用者数、売上等 

・警備に関する報告書（警備報告） 

・その他、運営業務報告（月次）上で必要な事項 

当該月の翌月 10

日までに市へ提

出し、承認を得る 

運営業務報告

書【年度】 

・当該年度の運営業務の実施報告 

・当該年度の運営業務の評価及び改善案等 

・当該年度事業収支（見込）及び納付金額（見込） 

・その他、運営業務報告（年度）上で必要な事項 

当該年度の運営

業務終了日の翌

月 20 日までに市

へ提出し、承認を

得る 

 

(6) セルフモニタリングの実施 

開業準備業務責任者は各開業準備業務、維持管理業務責任者は各維持管理業務、運営業務

責任者は各運営業務のセルフモニタリングを実施し、その結果を業務報告書【月次】と合わ

せて統括管理業務責任者に提出し、統括管理業務責任者から市へ報告すること。なお、セル

フモニタリングの実施方法は、「4.2(5)セルフモニタリングの実施」によるものとする。 

 

(7) 事業期間終了時の取扱 

 事業期間終了日の３年前から、事業期間終了時における地域振興施設の明け渡し

方法について市と協議を行うこと。事業者は、協議結果をまとめた明け渡し計画



76 

書を作成し、事業期間終了日の２年前までに市に提出すること。 

 事業期間終了にあたり、地域振興施設の建築物・工作物、建築設備及び什器・備

品等が要求水準を満たした状態であるか検査を行い、報告書にとりまとめ、市へ

提出すること。市は、当該報告書等を用いて地域振興施設の状態を確認する。 

 検査の結果、要求水準を満たしていないことが判明した場合は、事業者は事業期

間終了の１か月前までに補修、修繕及び更新等を完了させた上で、その結果を市

に報告するとともに、実施した補修、修繕及び更新等を反映した目標耐用年数ま

での長期修繕計画を作成して市に提出し、承認を得ること。 

 事業期間終了時に、市又は市が指定した第三者に対して、維持管理運営業務を継

続して実施するために必要な事項を説明すると共に、以下の書類・記録等を含む

必要な資料等を引き継ぐこと。 

・備品台帳 

・什器・備品台帳 

・設備・備品の操作要領 

・申し送り事項 

・完成図 

・その他、関連する資料一式 

 事業者が自らの費用負担により整備し所有する設備や什器・備品等は、撤去した

上で明け渡すこと。 

 

(8) 全国「道の駅」連絡会等への参加 

全国「道の駅」連絡会、近畿「道の駅」連絡会及び兵庫県「道の駅」連絡会（以下「「道の

駅」連絡会等」という。）に加入すること。なお、加入に係る費用は、事業者が負担すること。 

「道の駅」連絡会等では、定期的に会議が開催されている。事業者は、当該会議に出席し、

情報収集や情報交換に努めること。また、「道の駅」連絡会等では、道の駅の利用促進等のた

め、スタンプラリー等のイベントを実施している。事業者は、これらのイベントに参加し、

本道の駅の利用促進、ＰＲ等に努めること。 

なお、「道の駅」連絡会等において決定した事項や依頼された事項が本事業の業務に影響を

及ぼす又は及ぼす恐れがある場合には、速やかに本市へ報告し、本市と協議の上、対応方針

を決定すること。 
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7.2. 開業準備業務 

開業準備に必要な事項で、ここに記載されていない事項については、その内容は事業者の提

案によるものとする。 

(1) 維持管理運営体制の構築等 

 維持管理業務及び運営業務の実施に必要な体制を構築すること。 

 維持管理業務及び運営業務を円滑に実施するため、施設職員を確保すること。 

 施設職員の就業規則及び服務規程を定め、本事業の適切な実施に努めること。 

 開業までに施設職員に十分な教育を行うこと。 

 

(2) 維持管理運営準備 

 開業準備協議会の開催及び運営 

 市と事業者は、開業に向けて定期的に協議を行う。当該協議会は、開業準備業務

責任者が開催及び運営を行うこと。 

 マニュアル及び業務継続計画の作成 

 維持管理業務及び運営業務を適切に実施するため、維持管理マニュアル、運営マ

ニュアル、危機管理マニュアル、個人情報保護マニュアル等、必要なマニュアル

を維持管理業務及び運営業務開始日の３か月前までに作成し、市へ提出の上、承

認を得ること。 

 本道の駅は、大規模災害時には広域的な復旧・復興活動拠点となることも想定し

ていることから、本事業の継続又は早期復旧を実現するため、「業務継続計画（Ｂ

ＣＰ）」を市と協議の上で作成し、維持管理業務及び運営業務開始日の３か月前ま

でに市の承認を得ること。 

 予約準備及び開業前の利用受付 

 表 7-3に示す多目的室、フリースペース、共用部（屋外エントランス）の利用受

付にあたり、当該施設の予約が行えるように準備し、利用受付を開始すること。

なお、予約の方法、予約の受付開始時期等については、市と協議の上で決定する

こと。 

 

(3) 行政窓口出張所及び地域包括支援センターの運営支援準備 

 行政窓口出張所及び地域包括支援センターの運営は、市及び市が別途委託する事

業者が行う予定である。事業者は、開業前に市と協議し、当該施設の維持管理及

び運営の円滑な実施のために必要な事項等を確認し実施すること。 
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(4) 事前広報 

 ホームページ等の開設 

 本道の駅に係るウェブサイト（ホームページ）を作成し、随時更新すること。 

 ウェブサイトの作成に係る費用及びサーバー並びに周辺機器は、事業者の負担と

する。 

 ウェブサイトのデザイン、記載内容については、姫路市ウェブサイト管理運営要

綱（令和７年１月７日制定）の内容を踏まえ、事前に市と協議し、掲載前に市の

承認を得ること。 

 ウェブサイトの構築については、日本 JIS 規格 JIS X 8341-3:2016の適合レベル

AA に準拠すること。また、JIS規格の改正も見据え、Web Content Accessibility 

Guidelines(WCAG)2.2 の達成基準についても考慮すること。なお、適合レベル AA

準拠に対応するために市が作成している解説書「姫路市ウェブページに関するウ

ェブアクセシビリティ対応基準書」については、令和７年３月に改訂を予定して

いることから、契約締結後に提示する。 

 ウェブサイトの管理運営にあたっては、総務省が公表している「みんなの公共サ

イト運用ガイドライン（2016 年版）」を参考に、市の指示に従い以下のとおり実施

すること。なお、費用は事業者の負担とする。ただし、ウェブアクセシビリティ

の実現内容の確認（試験）は、市が実施する。 

 市と協議の上、ウェブアクセシビリティ方針を策定し、公開すること。 

 市と協議の上、取組確認・評価シートを作成し、公開すること（毎年）。 

 市が指定する日までに全てのウェブページを対象に、みんなのアクセシビリ

ティ評価ツール「miChecker（エムアイチェッカー）」を活用し、姫路市ウェブ

ページに関するウェブアクセシビリティ対応基準書の規定する内容に準拠で

きているか確認し、達成基準チェックリストを市に提出すること（毎年）。 

 市が実施したウェブアクセシビリティの実現内容の確認（試験）結果を公表

すること。 

 その他ウェブアクセシビリティ実現に向け、必要となる業務を実施すること。 

 ウェブサイトのアドレスは、施設の名称や種類、内容等を表すアドレスを用いる

こと。また、アドレスに使用するドメインのうち、汎用トップレベルドメインに

ついては、net、info、若しくは org、汎用 jpドメイン又はその他非営利を示す地

域・属性ドメイン（or.jp、ne.jp 等）を使用すること。 

 作成したウェブサイトの市の指示する位置から市が運営するホームページの所定

の位置へのリンクを作成すること。 

 本道の駅の所在地について、市が運営する公開用地理情報システム姫路市Ｗｅｂ

マップによる地図表示を行い、必要に応じて略図による表示も併せて行うこと。 

 事業者は、事業者の運営するウェブサイトから、今回作成した本道の駅に係るウ

ェブサイトへリンクさせることができる。 

 指定期間満了又は指定の取消しにより、指定管理者が変更となった場合、事業者
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は、ウェブサイト閲覧者に支障が生じないよう、市の指示に基づき必要な措置を

講じること。 

 パンフレット、チラシ及びポスターの作成 

 本道の駅を広く周知するためのパンフレット、チラシ及びポスターを作成し、本

道の駅の開業３か月前までに市へ案を提出すること。なお、案の提出後も内容を

修正することができるが、完成版についてあらかじめ市の了承を得ること。印刷

部数は、周知をするために十分な数を事業者が提案し、あらかじめ市の了承を得

ること。 

 使用する言語は日本語を基本とするが、海外からの来訪者にも特に周知する必要

がある内容は、日本語以外の言語を併記する等、配慮すること。 

 パンフレット、チラシ及びポスターは、開業日までに市内の主要な公共施設等に

掲示すること。当該掲示先の公共施設等は、市と協議して決定する。 

 

(5) 開業準備期間の維持管理 

本道の駅を市へ引き渡した後、開業日までの期間は、維持管理業務の要求水準を満たすよ

うに、適切に維持管理業務を実施すること。 

 

(6) オープニングイベント開催 

 オープニングイベント等の準備 

 本道の駅の開業にあたり、オープニングイベントを開催する前に、関係者及びメ

ディア向けの内覧会を実施する。事業者は、内覧会の開催内容及び方法を市へ提

案し、あらかじめ市の承認を得ること。内覧会に要する費用は事業者が負担する

こと。 

 事業者は、オープニングイベント（開駅式典を含む。）の開催内容及び方法を市へ

提案し、あらかじめ市の承認を得ること。なお、オープニングイベント（開駅式

典を含む。）開催に要する費用は事業者が負担すること。 

 オープニングイベント等の開催 

 内覧会及びオープニングイベント（開駅式典を含む。）が円滑に実施されるよう、

会場の設営、当日管理、警備等を実施すること。 

 内覧会及びオープニングイベント（開駅式典を含む。）の開催当日は、本道の駅周

辺や駐車場に交通誘導等のための人員を配置し、周辺道路の通行に影響が出ない

ように配慮すること。 
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7.3. 維持管理業務 

(1) 維持管理業務の基本方針 

 平常時 

 維持管理は、予防保全を基本とし、施設や設備の長寿命化を図ること。 

 不特定多数の利用があることから、日常の衛生管理を徹底し、施設利用者が安心

して利用できるようにすること。 

 維持管理業務は、合理的かつ効率的に実施すること。 

 環境負荷を低減し、省エネルギー、省資源に努めること。 

 ライフサイクルコストの削減に努めること。 

 建築物又は設備の劣化等による危険が想定される場合は、トラブルの発生や事故

を未然に防ぐように努めること。 

 建築物又は設備の不具合、故障等については、速やかに施設利用者の安全を確保

した上で、迅速かつ適切に修繕等を行うこと。 

 感染症の感染拡大防止、予防に努めること。 

 災害発生時 

 大規模災害が発生し、本道の駅を広域防災拠点として活用する場合は、市はフリ

ースペースを支援物資の集積・積み下ろし場所として、多目的室を応急活動要員

等の連絡及び調整の場所として利用することを想定している。事業者は、市が施

設の利用を制限し、広域防災拠点としてフリースペース及び多目的室を利用する

ことを了解し、活用時は、活動の障害とならないよう、維持管理業務を行うこと。 

 広域防災拠点として施設を利用することによるフリースペース及び多目的室の清

掃や修繕に係る費用について、市は負担をしないものとするが、利用期間が長期

にわたった場合等には、協議の上、対応を定めるものとする。 

 

(2) 適用基準等 

維持管理業務にあたっては、関連するすべての法令、基準、規則等及び本事業の実施に必

要となるその他の条例等を遵守すること。また、「建築保全業務共通仕様書（国土交通省大臣

官房官庁営繕部監修）」を参考に維持管理業務の内容を設定すること。 

 

(3) 維持管理業務の第三者委託 

維持管理業務の一部について、事業者はあらかじめ市に書面で申請し、承認を得た場合は、

第三者に委託することができる。当該第三者は、市内に本店又は支店を有する事業者とする

ように努めること。 
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(4) 維持管理業務の留意事項 

市は、本事業期間内に大規模修繕を実施することは想定していない。大規模修繕は、建物

の一側面、連続する一面全体又は全面に対して行う修繕を言い、設備については、機器、配

管、配線の全面的な更新を言う。 

 

(5) 文書の管理・保存、情報公開 

維持管理業務において作成した文書等を適切に管理し、保存すること。当該文書の範囲及

び保存期限は、事業契約締結後、市と事業者が協議の上、定めるものとする。 

市は、維持管理業務において作成した文書等について、姫路市情報公開条例第６条第１項

の開示請求があった場合において、当該文書を保有していないときは、事業者に対し、当該

文書を提出するように求めることがある。事業者は、提出の求めがあった場合には、速やか

に提出を行うこと。 

 

(6) 地域振興施設の維持管理業務 

 建築物点検保守管理 

地域振興施設の機能及び性能を維持し、施設利用者が安全かつ快適に施設を利用できるよ

うに、適切に建築物の点検、保守、修繕及び更新を実施すること。業務の実施にあたっては、

関係法令に基づく点検・検査・測定等の業務を含め、定期的にその機能、劣化状況、損傷、

異常の有無の点検と必要な保守・修繕及び更新を行うこと。 

(ア) 屋根 

 雨漏りしないようにすること。 

 ルーフドレン、樋等が詰まらないようにすること。 

 金属部分に錆や腐食が発生しないようにすること。 

 仕上げ材の割れ、浮き、ふくれ、変形がないようにすること。 

 砂塵などの堆積がないようにすること。 

 雑草が生えないようにすること。 

(イ) 外壁 

 漏水、雨漏り、コケ、カビ、結露等が発生しないようにすること。 

 躯体、仕上げ材や塗料の浮き、著しい変退色、劣化、剥離、ひび割れ、破損、変

形、錆び、腐食、チョーキング、エフロレッセンスの流出等がないようにするこ

と。 

 シーリング材の破断、垂れ、変形等がなく、機能を保つようにすること。 

(ウ) 建具 

 がたつき、緩み等がなく、可動部が円滑に動くこと。 

 定められた水密性、気密性及び耐風圧性が保たれていること。 

 ガラスが破損、ひび割れしていないこと。 
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 自動扉及び電動シャッターが正常に作動すること。 

 開閉、施錠装置が正常に作動すること。 

 各部にひび割れ、破損、変形、仕上げ材の著しい変退色、劣化、錆び、腐食、結露

やカビの発生、部品の脱落等がないこと。 

(エ) 天井・内壁 

 ボード類のたわみ、割れ、外れがないこと。 

 仕上げ材や塗料の浮き、はがれ、著しい変退色、劣化、剥落、ひび割れ、破損、変

形、錆び、腐食、チョーキング等がないこと。 

 気密性を要する部屋において気密性が保たれていること。 

 漏水、カビ、結露の発生がないこと。 

(オ) 床 

 仕上げ材のひび割れ、浮き、ふくれ、腐食又は磨耗及びはがれ等がないこと。 

 防水仕様を要する部屋において、漏水がないこと。 

 各スペースの特性に応じた利用に支障、危険がないこと。 

(カ) スロープ 

 通行に支障、危険がないこと。 

 仕上げ材や塗料の浮き、はがれ、劣化、剥落、ひび割れ、破損、変形、発錆、腐

食、チョーキング等がないこと。 

 手摺等に破損、変形、錆び、腐食、緩み等がないこと。 

 建築設備等点検保守管理 

地域振興施設の機能及び性能を維持し、施設利用者が安全かつ快適に施設を利用できるよ

うに、関係法令に基づき、適切に建築設備の点検、保守、修繕及び更新を実施すること。 

(ア) 空調・換気設備 

 全ての空調・換気設備が、振動、騒音、温湿度、異臭、圧力等の異常がなく、正常

に機能する状態を維持すること。 

 定期的に全ての空調・換気設備の外部清掃、内部清掃を行い、清潔かつ衛生的な

状態を保持すること。 

(イ) 照明設備 

 全ての照明設備が正常に機能し、適切な照度が確保されている状態を維持するこ

と。 

 損傷、腐食、その他の欠陥が生じていないこと。 

(ウ) 電気設備 

 全ての設備が正常に機能する状態を維持すること。 

 漏電、損傷、腐食、油漏れ、その他の欠陥がないこと。 

 識別が必要な機器が常に識別可能な状態にあること。 
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 波及事故等を起こさないよう、適切な維持管理が行われていること。 

(エ) 情報通信設備、その他電気製品等 

 全ての設備が正常に機能する状態を維持すること。 

 損傷、腐食、欠陥がないこと。 

 自動体外式除細動器（AED）は、必要な時に確実に使用できるように適切に管理す

ること。 

(オ) 給水設備 

 全ての給水設備が正常に機能する状態を維持すること。 

 漏水及び損傷、腐食、欠陥がないこと。 

 サービスの提供に支障をきたすことなく、かつ施設利用者が安全、快適に施設を

利用できる状態が維持されること。 

(カ) 汚水排水設備 

 全ての枡、排水管、トラップ等が正常に機能する状態を維持すること。 

 詰まり、たわみ、漏れ、腐食、欠陥がないこと。 

(キ) ガス設備（ガス設備を導入する場合） 

 全ての安全装置と警報装置が正常に機能する状態を維持すること。 

(ク) 消防用設備 

 消防用設備は正常に機能する状態を維持すること。 

 損傷、腐食、欠陥がないこと。 

(ケ) 発電設備（非常用電源設備） 

 災害発生時に、要求水準に定める条件で 72 時間以上の連続運転ができるように適

切に点検、保守、修繕及び更新を行うこと。 

 10ｋｗ以上の非常用電源を設置する場合には、電気通信施設点検基準（案）(国交

省)を参考に、保安規程を定め、年２回の点検を実施すること。 

 什器・備品等点検保守 

 什器・備品等の点検、保守、修繕及び更新を行い、本事業の実施に支障が無いよ

うにすること。 

 備品台帳で管理する備品（市の備品）を廃棄する場合には、あらかじめ市の承認

を得ること。 

 屋外施設維持管理 

屋外施設の機能及び性能を維持し、施設利用者が安全かつ快適に施設を利用できるよう

に、適切に外構施設の点検、保守、修繕及び更新を実施すること。 

(ア) 駐車場 

 駐車場は、日常点検、定期点検により、障害物、堆積物、ごみ等がなく施設利用者
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が快適に利用できる状態を維持すること。 

 車線境界線や行先表示等の路面標示が適切に認識できる状態を維持すること。 

 長時間の水たまりや排水不良などが発生しないよう維持すること。 

 段差、ひび割れ、わだち掘れ、ポットホール等により、安全性を損なうようなこ

とがないよう維持すること。 

 施設利用目的を逸脱した駐車場の長期駐車や車中泊、高速バス利用者の専用区画

以外への駐車に対する対策を講じること。 

(イ) 通路 

 インターロッキング等の脱落、損傷等顕著な損傷がないこと。 

 段差や浮き、傾き、表面の劣化等により施設利用者の円滑な通行を損ねないこと。 

(ウ) 屋外照明設備 

 全ての照明設備が正常に機能し、適切な照度が確保されている状態を維持するこ

と。 

 損傷、腐食、その他の欠陥が生じていないこと。 

(エ) 各種サイン、案内板、休憩施設、フェンス等 

 各施設が、正常に機能する状態を維持すること。 

 損傷、腐食、汚れ、落書き、塗装の劣化・剥落、錆び等がないこと。 

(オ) 埋設配管、暗渠、排水桝等 

 破損、破片、詰まり、泥やごみの堆積等がないか定期的に点検し、必要に応じて

清掃すること。 

(カ) 植栽（植栽を導入する場合） 

 植栽が車両の走行、歩行者の安全及び移動の障害とならないよう、適切に剪定、

刈り込み、除草等を行うこと。 

 植栽が通路、車路、駐車場、標識・看板等の視認の支障とならないよう、適切に剪

定、刈り込み、除草等を行うこと。 

 施設の景観が維持されるように、散水、施肥、剪定、刈り込み、除草等を適切に実

施すること。 

 必要に応じて調査、診断を行い、枯木等の除去、植え替え等を適切に行うこと。 

 清掃 

地域振興施設を衛生的に保ち、施設利用者が安全かつ快適に施設を利用できるように、適

切に清掃を実施すること。 

(ア) 日常清掃 

a. 施設共通 

 施設利用者が快適に利用できるよう、日常清掃を実施すること。 

 衛生陶器類は、適切な方法で清潔な状態に保つこと。 
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 衛生消耗品（トイレットペーパー等）は、常に補充された状態に保つこと。 

 地域振興施設敷地内の必要な箇所にゴミ箱を設置し、ゴミは、適切に収集・分別・

運搬・処理（処理場等までのゴミ収集運搬・搬入・処分を含む）等を行うこと。 

b. 行政窓口出張所及び地域包括支援センター 

 行政窓口出張所及び地域包括支援センターの日常清掃は、本事業とは別で実施す

る。 

c. トイレ 

 トイレの日常清掃は、施設利用者が快適に利用できるよう、十分な回数の清掃を

行うものとする。 

(イ) 定期清掃 

a. 施設共通 

 施設利用者が快適に利用できるよう、定期清掃を行うこと。 

 床面は、材質に応じた方法により、適切な回数の清掃を定期的に行うこと。 

 ガラスは、適切な回数の清掃を定期的に行うこと。 

 トイレの給排水衛生器具類、建具類、床、間仕切り壁、備品等は、適切な回数の清

掃を定期的に行うこと。 

b. 行政窓口出張所及び地域包括支援センター 

 行政窓口出張所及び地域包括支援センターの定期清掃は、本事業とは別で実施す

る。 

(ウ) 害虫・鳥獣等対策 

 害虫、鳥獣等により、業務及び施設利用者に悪影響が生じないように対策を行う

こと。 

 防除の際に、やむを得ず農薬等を散布する場合は、施設利用者に悪影響を及ぼす

ことが無いようにすること。また、周辺へ飛散することにより健康被害や農地等

へ悪影響を及ぼすことが無いように、最大限配慮すること。使用する農薬等は、

法令に準拠し、適切に管理すること。 

 修繕・更新 

開業準備開始日から事業期間終了日まで、地域振興施設が正常に機能するための一切の修

繕・更新を行うこと。 

(ア) 長期修繕計画の作成 

 目標耐用年数までのライフサイクルコストの最適化を目的に、事業期間中の長期

修繕計画を作成して市に提出し、維持管理業務開始日の３か月前までに市の承認

を得ること。 
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(イ) 修繕・更新の実施及び報告 

 事業期間中の地域振興施設の基本性能を適切に維持するため、長期修繕計画に基

づく修繕を計画的に実施し、市へ報告すること。 

 地域振興施設が正常に機能するために修繕する必要がある場合は、法令及び必要

な手続き、資格等に基づき、速やかに修繕・更新を実施し、市へ報告すること。 

 備品台帳に掲載した備品（市の備品）の修繕を実施する際は、施工前、施工中、施

工後の状況を撮影し、修繕内容を写真とともに、当月分を翌月 10日までに、修繕

報告書により市に提出すること。 

(ウ) 完成図書等への反映 

 修繕・更新を行った場合、修繕・更新内容を履歴として記録に残し、以後の維持

管理業務を適切に実施すること。 

 修繕・更新内容は完成図書等に反映し、常に最新の施設・設備等の状態がわかる

ようにすること。 

(エ) 長期修繕計画の見直し 

 維持管理期間中、毎年度終了後、速やかに当該年度に実施した修繕・更新を長期

修繕計画に反映して市に提出し、市の承認を得ること。 

 安全管理・警備 

施設利用者が安全かつ快適に利用できるように、適切に安全管理・警備を実施すること。 

(ア) 安全管理 

 地域振興施設の開館時間は、施設職員が定期的に地域振興施設内を巡回し、事故、

施設の損傷、盗難等の発生の予防並びに施設利用者及び施設職員等の安全を確保

すること。 

 各室の開錠、施錠を行う鍵は、紛失や盗難等が無いよう、厳重に管理すること。

なお、行政窓口出張所及び地域包括支援センターの開錠及び施錠、鍵の管理は、

行政窓口出張所職員及び地域包括支援センター職員が行う。 

 取得物、遺失物があった場合は、保管し記録すること。 

 駐車場が混雑する場合は、交通誘導等を行うこと。 

 駐車場の混雑が想定される場合は、本道の駅周辺や駐車場に交通誘導等のための

人員を配置し、周辺道路の通行に影響が出ないようにすること。 

 不審物、不審者を発見した場合は、姫路警察署等関係機関への通報及び市への連

絡・報告を行うこと。 

 急病人等が発生した場合に備え、近隣の病院の連絡先等を把握する等、急病人等

の発生に対応できるようにすること。 

 急病人等が発生した場合は、傷病の程度によっては 119 番への通報を行うととも

に、市に連絡すること。 

 事故、火災等が発生した場合は、直ちに被害拡大の防止に必要な措置をとるとと

もに、姫路東消防署等の関係機関への通報を行い、同時に市に連絡し適切な措置
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をとること。 

 通報・消火・避難訓練を実施し、緊急時に対応できるよう備えること。 

(イ) 警備 

 施設の用途、利用状況等を勘案して適切な警備計画をたて、犯罪・事故等の未然

防止に努めること。 

 24 時間、365 日、警備を行うこと。 

 警備方法は、機械警備を原則とし、必要に応じて有人警備を行うこと。 

 地域振興施設の閉館時間は、機械警備により不審者の侵入、不法行為等の予防を

行うとともに、発見した場合は姫路警察署等関係機関への通報及び市への連絡・

報告を行うこと。 

 駐車場の混雑により、周辺道路の通行に支障が生じる場合は、交通誘導等のため

の人員を配置すること。 

 各施設における電気設備の漏電、各種機器の故障などの異常を検知した場合は、

警備員を急行させるとともに、現地の状況を把握の上、必要に応じ市に報告する

こと。 

 日ごとの警備業務報告書を作成し、市の指示があったときに提出の上、市の承認

を受けること。 
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7.4. 運営業務 

(1) 運営業務の基本方針 

 基本方針 

 入札説明書に示すコンセプト及び基本方針を参照すること。 

 事業者への期待 

 市は、事業者が市内の各種団体（公益社団法人姫路観光コンベンションビューロ

ー等）と連携や相互協力を図り、市の更なる発展に寄与することを期待する。 

 市は、事業者が市の資源を活用した新たな商品の開発、イベントやアクティビテ

ィの提案を行うことにより、市の更なる魅力向上、地域を盛り上げる起爆剤とな

ることを期待する。 

 

(2) 施設ごとの運営イメージ 

地域振興施設は、地方自治法第 244 条の２の規定により、指定管理者が施設の利用料金を

収入として収受できる「利用料金制度」の導入を予定している。利用料金の金額や徴収方法

等は事業者の提案に基づき、あらかじめ市の承認を得ること。施設利用者から利用料金を徴

収することが可能な施設は、表 7-3のとおりである。 

なお、事業者から、事業者提案施設を貸し出し、料金の徴収を行う提案がある場合は、当

該施設についても「利用料金制度」の対象とする。 

 

表 7-3 利用料金の徴収 

導入機能 整備施設 
利用料金徴収 

可 不可 

地域連携機能 物販施設 ○  

飲食施設 ○  

共用部（屋外エントランス） ○  

広域防災拠点機能 多目的室 ○  

交流機能 屋外こども遊び場  ○ 

フリースペース ○  

屋内こども遊び場  ○ 

 

物販施設及び飲食施設は、事業者が運営を行うことを基本とするが、事業者が第三者をテ

ナントとして入店させる提案をすることも認める。その場合、事業者がテナントから徴収す

る賃料（利用料金）の額は、事業者が提案し、あらかじめ市の承認を得ること。 

物販施設及び飲食施設は、原則として、表 7-4に示す運営パターンで運営すること。運営

パターンＡ－１は事業者が物販施設及び飲食施設を運営するもの、運営パターンＡ－２は第
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三者が運営するもの、運営パターンＡ－３は物販施設及び飲食施設を事業者が運営するが、

一部を第三者へ業務委託するものである。本道の駅の外で販売を行う場合、及びオンライン

で販売を行う場合は、自主事業として実施するものとするが、業態によっては、いずれのパ

ターンにも当てはまらない方式や詳細部分に相違のある方式が提案されることが想定される。

市は、表 7-4 に示す運営パターンへの適合について確認し、問題が無いと判断した運営方式

のみ採用を認めるものとする。運営パターンを変更する場合やテナントを入れ替える場合も

同様とする。 

なお、物販施設及び飲食施設は、その一部を第三者が運営することは認めるが、事業者は、

自らの責任で、物販施設及び飲食施設の運営全体の管理を適切に行うこと。また、物販施設

及び飲食施設を第三者が運営する場合は、当該第三者は、市内事業者を優先的に活用するこ

と。 

 

表 7-4 物販施設及び飲食施設の運営パターン 

運営パターンＡ－１ 運営パターンＡ－２ 運営パターンＡ－３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) キャッシュレス決済の導入 

物販施設、飲食施設及び利用料金を徴収する施設においては、キャッシュレス決済を導入

すること。また、海外からの来訪者も利用できるキャッシュレス決済の環境を整えること。 

 

(4) 納付金 

地域振興施設（行政事務施設を除く。）の運営等で得られる収入（物販施設及び飲食施設の

営業により得られる収入、テナントから徴収する賃料（利用料金）収入、多目的室、フリー

スペース、共用部及び事業者の提案による施設の利用料金収入、自主事業を実施することで

得られる収入）を地域振興施設の維持管理及び運営に要する費用に充当したうえで、当該収

姫路市

事業者
（指定管理者）

利用者

協定
締結

サービス
提供

代金

指定管理
者の指定

納付金

姫路市

事業者
（指定管理者）

利用者

店舗

使用許可利用料金

協定
締結

指定管理
者の指定

納付金

サービス
提供

代金

姫路市

事業者
（指定管理者）

協定
締結

利用者

店舗

業務委託

サービス
提供

代金

指定管理
者の指定

納付金

委託料
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入に基づき算定する額を納付金として市に還元すること。 

納付金算定の対象とする収入（売上又は利益）及び料率等の条件（以下「納付金算定条件」

という。）は、事業者の提案によるものとする。 

なお、納付金算定条件は変更しないことを基本とするが、急激又は継続的な社会情勢の変

化により納付金水準の見直しが必要であると判断される場合、市又は事業者は、納付金の料

率の見直し等の協議を求めることができるものとする。 

 

(5) 開館日及び開館時間 

本道の駅の開館日及び開館時間（行政事務施設にあっては窓口受付時間）は、表 7-5に示

すとおりである。 

地域振興施設の開館日及び開館時間は、事業者が提案し、あらかじめ市の承認を得ること。 

なお、地域振興施設内の各施設の開館時間と、行政窓口出張所及び地域包括支援センター

の窓口受付時間が異なる場合は、地域振興施設が閉館していても、行政事務施設の施設利用

者が行政窓口出張所及び地域包括支援センターを利用できるようにすること。 

 

表 7-5 本道の駅の開館日及び開館時間 

施設区分 対象施設 開館日 開館時間 

道路休憩施設 全施設 年中無休 24時間 

地域振興施設 

行政事務施設、トイレ、

駐車場、屋外附帯施設等

を除く各施設 

事業者の提案による 

１日７時間以上と

し、事業者の提案に

よる 

行政事務施設（行政窓口

出張所及び地域包括支援

センター） 

月曜日～金曜日（閉庁日：

土曜日・日曜日、祝日、12

月 29日～翌年１月３日） 

午前９時～午後５時 

トイレ 
地域振興施設開館日及び行

政事務施設開庁日 

地域振興施設開館時

間及び行政事務施設

開庁時間 

駐車場、屋外附帯施設等 年中無休 24時間 
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(6) 文書の管理・保存、情報公開 

事業者が運営業務において作成した文書等の管理・保存、情報公開については、維持管理

業務の「文書の管理・保存、情報公開」の内容を準用すること。 

 

(7) 地域振興施設の運営業務 

 物販施設運営 

 物販施設は、市を核とした播磨地域の農畜水産物や「播磨の実力（みりょく）」を

発信する地場産品の販売を通じて、市の地域経済拠点の形成に寄与することを目

的として運営すること。 

 市で生産された農畜水産物（生鮮品、加工品）や特産品（工芸品、皮革製品）等を

積極的に販売するものとし、播磨地域の商品の販売にも努めること。また、市内

の生産者等からの商品確保に努めること。生鮮品は、生産者と連携を図り、安全・

安心で高品質な生鮮品の安定的な出荷量を確保すること。なお、市で生産された

農畜水産物及び特産品の売場に占める割合は事業者の提案によるものとする。 

 商品に応じた販売方法、保存方法により、安心・安全な農畜水産物（生鮮品、加工

品）を施設利用者へ販売すること。 

 市及び播磨地域で生産された農畜水産物等を活用し、施設利用者の購入意欲に繋

がる本道の駅ならではの商品開発を行うことで本道の駅がにぎわいのあふれる空

間となり、「播磨の実力（みりょく）」の更なる向上に寄与するとともに、活力あ

る地域づくりに資することを期待する。なお、具体的な商品開発数や内容につい

ては、事業者の提案によるものとする。 

 飲食施設と連携を図り、集客性向上に努めること。 

 物販施設を第三者が運営する場合は、当該第三者は市内事業者を優先的に活用す

ること。 

 飲食施設運営 

 飲食施設は、市及び播磨地域で生産された食材・加工品等を使ったメニューを中

心に提供し、食材の地産地消に努めるとともに、施設利用者のニーズに合わせた

サービスを提供すること。 

 飲食施設のメニュー構成や施設形態は事業者提案とするが、市の魅力向上・ＰＲ

に繋がるメニューを施設利用者に提供すること。 

 「播磨の実力（みりょく）」の更なる向上を目指し、市で生産された食材・加工品

等による施設利用者の食欲を刺激する本道の駅ならではのオリジナルメニューや

商品の開発に努めること。 

 こどもから高齢者まで楽しめるメニューの提供に努めること。 

 物販施設と連携を図り、集客性向上に努めること。 

 様々な施設利用者が、ゆっくりと食事を楽しむことができる場となるとともに、
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大型観光バスによる団体旅行者の利用にも対応できるようにすること。 

 飲食施設を第三者が運営する場合は、当該第三者は市内事業者を優先的に活用す

ること。 

 観光・魅力発信 

(ア) 広報 

 地域情報提供施設において、市及び播磨地域の観光情報、イベント情報等を発信

すること。 

 施設利用者のニーズに応じた各種情報を幅広く収集するとともに、市内の地域資

源や新しい観光スポット等の情報を収集して施設利用者に提供し、観光振興に寄

与すること。なお、情報は適宜見直し、入れ替え、常に最新の情報を発信するよ

うに心がけること。 

 地域情報提供施設に掲示するポスターやパンフレット等を適宜、最新のものに入

れ替える等、適切に管理すること。 

 地域情報提供施設に案内人を配置することが望ましいが、案内人が不在の場合も、

施設利用者が欲しい情報を収集することができるように、デジタルサイネージ等

の案内機器等を設置し、運用すること。 

 本道の駅のホームページや SNS 等を適切に管理し、広報に努めること。 

(イ) イベント開催 

 フリースペース等において、地域振興や地域交流、世代交流に資するイベント等

を積極的に開催すること。イベント開催前は、本道の駅のホームページや SNS 等

において周知を行い、集客に努めること。なお、運営業務で実施するイベントは、

施設利用者が無料で参加できるものとする。 

 物販施設や飲食施設等において、市の地場産品等を紹介するイベントを積極的に

開催し、地域振興に寄与すること。 

(ウ) 交流促進 

 市内こども関係施設等との連携等により、子育て世代から三世代が集い、交流が

生まれる取組を提案し、実施すること。 

 観光客と市民との交流促進を図り、本道の駅のにぎわい創出に寄与する取組を提

案し、実施すること。 

 多目的室運営 

 多目的室は、研修会や会議、展示会等、様々な用途で利用する施設である。事業

者は、多目的室の利用を管理し、適切に運営すること。なお、市は、多目的室を指

定管理者が施設の利用にかかる料金を収入として収受できる「利用料金制度」の

対象施設とする予定である。 

 多目的室を利用する予約が入っていない場合は、多目的室を飲食スペースとして

活用することも可能とする。 
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 屋外こども遊び場運営 

 屋外こども遊び場において、こどもが楽しくかつ安全に遊びを楽しむことができ

るように配慮すること。 

 屋外こども遊び場を定期的に巡回又は見守りを行い、施設利用者が安心して利用

できるように努めること。 

 屋外こども遊び場において危険と認められるような遊びを確認した場合は、当該

遊具の使用中止や屋外こども遊び場の利用中止を行う等、適切に安全管理を行う

こと。 

 フリースペース運営 

 フリースペースは、イベントやフリーマーケット等、様々な用途に利用する施設

である。事業者は、フリースペースの利用を管理し、適切に運営すること。なお、

市は、フリースペースを指定管理者が施設の利用にかかる料金を収入として収受

できる「利用料金制度」の対象施設とする予定である。 

 フリースペースを占用する利用が無い時間は、施設利用者が無料で休憩できるよ

うにすることとし、施設利用者が安心して休憩できるよう、球技やスケートボー

ド等の利用を禁止すること。 

 屋内こども遊び場運営 

 屋内こども遊び場において、こどもが楽しくかつ安全に遊びを楽しむことができ

るように配慮すること。 

 屋内こども遊び場を定期的に巡回又は見守りを行い、施設利用者が安心して利用

できるように努めること。 

 屋内こども遊び場において危険と認められるような遊びを確認した場合は、室内

遊具の使用中止や屋内こども遊び場の利用中止を行う等、適切に安全管理を行う

こと。 

 道の駅運営管理 

(ア) 総務 

a. 施設利用者アンケート調査 

 年１回以上、施設利用者アンケート調査を行い、施設利用者の来訪範囲、来訪目

的、満足度、本道の駅に対する意見等を把握、分析し、維持管理運営業務の改善

に努めること。 

 施設利用者アンケート調査の実施時期、内容、方法等については、事業者の提案

によるものとし、市の承認を得た上で実施すること。 

 施設利用者アンケート調査の結果及び結果を踏まえた改善方策を市に報告すると

ともに、速やかに運営業務に反映すること。 

b. 苦情・事故対応 

 開業準備業務において作成した苦情対応マニュアルに従い、迅速、適切かつ丁寧
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に対応すること。 

 維持管理運営業務に関する苦情は、再発防止等、必要な措置を行い、市に速やか

に報告し、対応について協議すること。 

 事故が発生した場合は、姫路警察署や病院等へ連絡を行うとともに、市に報告す

ること。また、施設利用者に二次被害等が生じないように、施設利用者の安全を

確保する措置をとること。 

c. 施設職員の教育、研修及び訓練 

 施設利用者に対して不快な印象を与えないように、施設職員の服装、態度及び言

動に十分留意し、質の高いサービスを提供すること。 

 継続的に質の高いサービスを提供するため、施設職員に対し、定期的に適切な教

育及び研修を実施すること。 

 災害や事故が発生した場合に、施設利用者等が安全に避難することができるよう

に、事業者は、定期的に防災訓練を実施すること。防災訓練の内容は、将来的な

防災道の駅の選定を見据えたものとし、市と協議を行った上で実施すること。事

業者は市に対し、防災訓練の実施前には実施日時や内容等を連絡し、実施後には

実施結果等を報告すること。 

(イ) 使用許可業務 

 地域振興施設は地方自治法第 244 条第１項に規定する公の施設として整備を行い、

その管理については、同法第 244 条の２第１項の規定に基づき設置管理条例を制

定する予定である。公の施設は、公共の利益のために多数の住民に対して均等に

サービスを提供することを目的として設置されるものであり、法律上でも住民の

平等利用や差別的取扱いの禁止が規定されていることから、「使用許可」について

は、公権力の行使に当たる行政処分であることに十分留意して適正に行うこと。 

 使用許可申請書を始めとする必要な書類の様式を作成すること。作成に当たって

は、事前に市と協議し、承認を得ること。なお、作成に係る費用は、事業者の負担

とする。 

 使用の受付は、使用期日が属する月前６月から開始すること。ただし、市の公式

行事等で上記期間以前に会場を確保する必要がある場合は、それ以前でも申請を

受け付けることができる。 

 使用許可に当たっては、申請書に記載された住所、団体名、申請者名、電話番号、

予定人員、表題（利用者への案内等に記載する内容）、使用内容、使用責任者、使

用日時、使用区分、減免申請の欄に記入漏れがないかをチェックし、記入漏れの

場合は、必ず申請者に記入させること。 

 使用内容が不明な場合は、受付をしないこと。 

 引き続き７日を超えての使用の申請は受付をしないこと。ただし、市が必要と認

める場合及び事業者が独立採算業務として行う場合は、この限りではない。 

 申請者が、過去に使用の実績がない場合で、今後制定を予定する設置管理条例に

定める使用の制限の事由に該当するおそれがある場合にあっては、催しのチラシ
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等を提出させる、法人の場合には、法人の定款、寄附行為等を提出させる等の方

法により、適正に使用されることを確認すること。 

 次の使用内容は原則不許可となるため、このような使用をされるおそれがある場

合には、申請者に使用内容をよく確認し、特に注意して審査すること。 

 他の部屋の利用に影響を及ぼすような利用形態で使用するとき 

 法事、葬式、宗教的な会合に使用するとき 

 施設の大部分を独占的かつ複数日にわたり使用するとき 

 学習塾として定期的に使用するとき 

 児童、生徒、高校生のみの団体が使用するとき 

 音響設備の無い部屋で音楽を流すとき 

 公職選挙法に違反するような集会のために使用するとき 

 公の施設としてふさわしくない催し物に使用する場合 

 許可書の発行に当たっては、使用施設及び使用日時を確認し、重複しないよう留

意して行うこと。 

 使用許可申請書は、使用許可書に記載した使用許可番号を記載し、使用許可番号

により整理し、保存すること。 

 国又は地方公共団体が使用する場合は、後納希望があれば、後納の取扱いとする

こと。この場合において、納期限は、原則として使用した日から 10日以内とする。 

 利用料金の減免又は還付に当たっては、あらかじめ市の承認を得た基準に従い行

うこと。 

 申請者から特別の設備の設置について申出があったときは、申請者と事前に打合

せを行い、必要に応じ市の指示を仰ぎ、設置等の可否を決定すること。 

(ウ) 災害発生時の対応 

 災害発生後、事業者は、施設利用者の安全の確保を最優先として対応すること。

また、速やかに施設利用者を安全な場所へ誘導し、市及び関係機関に連絡するこ

と。 

 災害発生が予測される場合は、速やかに市に確認の上、施設の利用停止も含めた

措置を決定すること。 

 本道の駅内において災害等が発生するおそれがあるときは、直ちに初動の措置を

講じ、市及び関係機関に連絡すること。 

 本道の駅は、大規模災害発生時には広域防災拠点として機能するため、災害対策

に係る要員の受け入れや応急的な被災者の受け入れ等について、市と事前に協議

の上、適切に対応すること。 

 市が本道の駅を広域防災拠点として利用を開始することを決定した場合は、多目

的室及びフリースペース、駐車場等の利用を中止し、施設利用者を当該エリアの

外へ速やかに誘導し、市がすぐに利用することができるようにすること。 

 市が本道の駅を広域防災拠点として利用を開始した場合は、事業者は市職員等の

要請に基づき、協力すること。 
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 自主事業 

(ア) 共通 

 事業者は、提案により自主事業を実施することができる。自主事業で得られる収

益は、事業者が本事業を実施するために必要な費用に充当するものとする。 

 自主事業は任意提案とするが、本事業の目的に沿うものとし、本道の駅の運営業

務と相乗効果がある業務内容とする。自主事業の具体的な内容は、市と協議の上、

あらかじめ市の承認を得るものとする。 

 自主事業は、オンライン販売や本道の駅以外の場所等、本道の駅の施設を使用せ

ずに運営するものや、多目的室、フリースペース、共用部（屋外エントランス）等

の地域振興施設の一部を利用して、イベントや物品販売等を行うものを想定して

いるが、本道の駅がにぎわいのあふれる空間になるような様々な提案を期待して

いる。ただし、運営パターンは、表 7-4を参考に、市との協議により定めるもの

とし、市が適切でないと判断する運営方式を用いた自主事業の実施は認めない。 

(イ) 販売促進 

 市を核とした播磨地域の農畜水産物や工芸品等の売上向上のため、本道の駅以外

の場所での販売や、インターネットによる販売を行うことができる。 

 商品に応じた販売方法により、安心・安全な農畜水産物及び品質の高い特産品を

施設利用者へ販売すること。 

(ウ) 自動販売機管理 

 施設利用者の利便性を図るため、本道の駅の機能を阻害しないことを前提に、地

域振興施設敷地内に事業者の自主事業として自動販売機を設置することができる。

自動販売機は、行政財産の目的外使用許可が必要となるため、設置する場合はあ

らかじめ市と協議を行うこと。 

 自動販売機を設置する場合、アルコールを販売することは認めない。また、自動

販売機の一部については、災害発生時に無料で飲料の提供を行う仕様とすること。 

 

 

 


